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    年 度 事 業 報 告

全国石油商業組合連合会

 ． 事業内容

． 総務部会関係事業 

  組合財政基盤の強化に関する 検討

政府は    年よ り 実施し ている「 燃料油価格激変緩和対策事業」 を    年度において

も 制度変更を 加えながら 継続し 、 石油製品の急激な価格変動を抑える 措置が講じ ら れま

し た。 また  月には揮発油税の旧暫定税率廃止に伴い、 ガソ リ ン 価格は大き く 下落し ま

し た。 し かし アメ リ カ による イ ラ ン 攻撃の影響を 受けて原油価格は高騰、 政府は石油備

蓄の放出や「 緊急的激変緩和措置」 を実施し て、 価格抑制を 行っ ています。 し かし 一部

業者によ る 量販指向は変わら ず、 外資系流通大手の SS進出意欲も 依然と し て旺盛で、

多く の SSが危機的な経営状況に陥っ ています。 一方でエネルギー政策においては、 エ

ネルギー安全保障の観点から 石油製品の安定供給確保の重要性も 示さ れ、 石油販売業界

は厳し い対応を 迫ら れています。 全国の登録 SS数は、    年 月末現在で  ,   SS

と なり 、 前年度から の 年間で   SSが廃止に、 また、 登録 SS事業者も   事業者が

撤退し  ,   事業者と 、  年連続で減少し ています。

こ のよ う な状況の下、 組合員の減少や組合財政の厳し さ が続いており ま す。 そのた

め、 引き 続き 本会に対する賦課金の支払期日に応じ た組合事務補助金交付の継続、 軽油

特別協力金の配分などの財政支援を 実施し まし た。

また、 本会事業活動の的確な推進のため、 本会の活動方針等を 迅速に会員組合へ伝達

すると と も に、 各地における 会員組合の意見、 要望、 実情等を取り 纏め本部へ具申する

と いう 役割を 果たす全石連各支部の重要性が高まっ ており ます。 こ のため、 本年度も 、

正副会長・ 支部長・ 部会長連絡会議を年 回開催し て中央と 地方と の意思の疎通を 図る

と 共に、 全国 支部およ び沖縄県石油組合に対し て総額 ,   万円の支部管理費補助金

を 交付し 、 支部活動の強化・ 拡充を 図り まし た。

      年度事業計画案・ 収支予算案の策定

本会では「 組合活動を 通じ て経営を 改革し よ う 」 と いう 基本スロ ーガン のも と に、

SSネッ ト ワーク の強化、 適正利益の確保によ る 持続可能な SS運営のための経営健全

化に取り 組んでいま すが、 一方で、 石油製品需要の減少や低収益構造が続いている こ

と 、 また後継者不足などの要因によ り 石油販売業界の縮小傾向に歯止めがかから ない状

況が続いています。

こ のよ う な現状から 、 石油販売業界の全国団体である本会の事業活動においても 、 国

庫補助金の適正な執行と と も に、 費用対効果を 重視し た予算配分が求めら れています。

また、 引き 続き 、 全石商では財政問題が顕在化し ている こ と から 、 総務部会（ 浜田忠

博部会長） において、 各部会が所管する 事業活動項目を明確化し 、 一般管理費を 含む事

業経費の節減、 特に各部会のリ モート 開催の推奨等、 経費削減を 前提に新年度の事業計

画案の策定並びに収支予算案の編成に取り 組み、 収支状況の改善に努めまし た。
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  「 軽油引取税問題協議会」 活動の推進

軽油に関する様々な課題を 協議するため    年  月に発足し た「 軽油引取税問題協議

会」 ですが、 回を 重ねて    年度で  回目の開催と なり まし た。 今年度は    年 月  

日（ 火） に会合を 開催し 、 本協議会活動の継続と 「 軽油特別協力金」 の存続について協

議を 行い、 全会一致で賛同を 得まし た。

こ れを 受け、 元売出資子会社、 石油商社、 大手フ リ ート 業者への要請活動を 展開し 、

元売出資子会社を 含め、「 軽油特別協力金」 と し て約 ,   万円、 加えて、 元売子会社等

よ り 「 組合運営特別協力金」 と し て約   万円を受領し まし た。 前年度に比べ、 対象 SS

数の増加等によ り 約   万円増の約 ,   万円を 受領し 、 こ の内約 ,   万円を 全国の都

道府県石油商業組合に配分し まし た。

  全国理事長会議の開催

本会の事業活動の周知並びに各会員組合代表者と の情報・ 意見交換を 行う ため、 全国

理事長会議を 次のと おり 開催し まし た。

第一回     年 月  日（ 木） 東京・ 石油会館（ リ モート 併用）

第二回     年 月  日（ 木） 東京・ 石油会館（ フ ルリ モート ）

第三回     年  月 日（ 水） 東京・ 石油会館（ リ モート 併用）

第四回     年 月 日（ 木） 東京・ 石油会館（ リ モート 併用）

  全国事務局責任者会議の開催

本会の事業活動方針の徹底および各会員組合と の情報・ 意見交換と 連絡の緊密化を図

る ため、 全国事務局責任者会議を次のと おり 開催し まし た。

第一回     年  月  日（ 木） 東京・ 石油会館（ リ モート 併用）

第二回     年 月  日（ 木） 東京・ 石油会館（ フ ルリ モート ）

  各種組織・ 規程等の整備・ 見直し

◯ 全石連部会設置規約の一部改定

石油製品販売業における コ ンプラ イ アンス（ 法令、 規則等の遵守） の徹底、 強化を

目的と し たコ ン プ ラ イ アン ス委員会の設置に伴い、『 全石連部会設置規約』 に同委員

会を 追記し まし た。（  月  日 理事会承認）

◯ 委員費用弁償基準の改定

JR 東日本の運賃改定に伴い、    年 月以降改定さ れていなかっ た本会委員費用

弁償基準の適正化を図るため、 鉄道・ 航空運賃の費用弁償基準の改正を行いまし た。

（  月 日 理事会承認）

  賛助会員の加入

本会の趣旨に賛同し 、 本会の事業の円滑な実施に協力する と し て、 新たに賛助会員加

入の申し 込みがあり まし た。（   月 日 理事会承認）

一般社団法人リ ーゼル協会 第 号賛助会員
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石油製品内需の推移（ 資源エネルギー庁調べ)

（ 単位 千 KL）

内需ピーク     年度     年度

西 暦 数量 数 量 前年度比 数 量 前年度比

ガ ソ リ ン     年度   ,     ,   － .    ,   － .   

ナ フ サ     年度   ,     ,   － .    ,   － .   

ジ ェ ッ ト     年度  ,    ,   － .   ,   － .  

灯 油     年度   ,     ,   － .    ,   － .  

軽 油     年度   ,     ,   － .    ,    .   

A 重 油     年度   ,    ,   － .   ,   － .  

B ・ C重油     年度    ,    ,   －  .   ,   － .  

燃 料 油 計     年度    ,      ,   － .     ,   － .  

―  ―

． 経営部会関係事業 

  流通適正化対策事業

◯ 石油製品需要

    年度の燃料油販売量（ 資源エネルギー庁調べ） において、 燃料油計は前年度比

 .  減の  ,   万 KL で、 年連続の減販と な り ま し た。 油種別では、 SSの主力

 商品のう ち ガソ リ ン は前年比 .   減の ,   万 KL と なり 、  年度（  ,   万 KL）

から  年連続で 千万 KL を 割り 込みまし た。 依然、 国内では電気自動車（ EV） は

本格的な普及に至っ ていませんが、 新車販売の主力である ハイ ブ リ ッ ド 車（ HV） も

年々燃費を 向上し てき ており 、 国内保有台数に占める HV 比率の高まり によ る 全体

的な燃費向上と いう 構造的内需減が続いています。

灯油は .  減の ,   万 KL と なり まし た。    年度の冬は、 前年度に比べて全国

的に気温が高い傾向にあり まし たが、    年 月を 中心に強い寒気の影響を 受けやす

かっ たこ と も あり 、 北日本では相対的に低めに推移し た時期も あり まし た。 こ の結

果、 ほぼ前年並みの実績と なっ たと 考えら れま す。 暖房や給湯における ガス化や電

化、 さ ら にボイ ラ ー向けのガス転換等、 構造的なエネルギー転換が続いており 、 今後

も 需要は減少傾向にあるこ と が予想さ れます。

軽油は .   増の ,   万 KL と なり まし た。 物流の効率化（ 積載率の向上や共同

配送等） がある も のの、 需要に底堅さ はあり ます。 ガソ リ ン車同様に車両の燃費改善

はあり ますが、 電動車への移行が限定的であるこ と も 需要を下支えし たと 考えら れま

す。

A 重油は構造的なエネルギー転換が続き 、 .  減の   万 KL と なり まし た。

◯ 原油市場の概況

  年度の中東産原油指標（ ド バイ 原油と オマーン原油の中値） は年間を 通し てみる

と ド ル建てで最安値  . ㌦/b（     年 月 日）、 最高値   . ㌦/b（     年 月  

日）、 年度平均は  . ㌦/b（ 前年  . ㌦/b） で ㌦弱値下がり し まし た。 第 四半期
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（  ～ 月） は平均  .  ㌦/b、 第 四半期（  ～ 月） は平均  .  ㌦/b、 第 四半期

（   ～  月） は平均  . ㌦/b、 第 四半期（  ～ 月） は平均  . ㌦/b でし た。

  年度を 振り 返る と 、 OPECプ ラ ス内での減産規律の乱れが表面化する な ど 、 供

給過剰感が顕在化し たこ と により 、 第 四半期と 第 四半期は    年度第 四半期以

来の  ド ル台と なり まし た。    年に入っ てから も 需給緩和観測から 軟調で推移し て

おり まし たが、 ベネズエラ 情勢、 ロシア、 ウク ラ イ ナ情勢の緊迫化と いっ た地政学リ

スク によ り 価格が徐々に値上がり し 、 月末にアメ リ カ 、 イ スラ エル共同によ る 軍事

攻撃を 受けたイ ラ ンにより 世界の原油需要の約 割が航行する ホルムズ海峡が事実上

封鎖さ れる と 、 世界的な原油の供給不足が意識さ れ価格は短期間のう ち に急騰し 、

 月  日には過去最高値と なる   . ㌦/b と なり まし た。

  年度平均の為替（ TTS） は ㌦   . 円であり 、  年度平均の   . 円と 比べ若

干の円高で推移し まし た。 こ の結果、 円建ての原油価格の  年度平均は  . 円/L と

なり 、  年度平均の  .  円/L と 比べる と 、 . 円/L 値下がり し ま し た。 最安値は

  . 円/L（  月 日、  年度  . 円/L）、 最高値は   . 円/L（  月  日、  年度  . 

円/L） と なり まし た。

◯ 国内製品市況の概況

〇小売市況（ レ ギュ ラ ーガソ リ ン ）

全国平均小売価格（ 資源エネルギー庁調査） の  年度平均（  ～ 月） は   . 円

/L （ 消費税込み） で前年度（    . 円） と 比べ . 円安で推移し まし た。 振り 返る

と 、 第 四半期（  ～ 月） は   . 円/L （ 前年   . 円）、 第 四半期（  ～ 月）

は   . 円/L （    .  円）、 第 四半期（   ～  月） は   . 円/L （    .  円）、 第

 四半期（  ～ 月） は   . 円/L（    . 円）、 最高値は    年 月 週の   . 円、

最安値は    年 月 週の   . 円でし た。

振り 返ると 、 年間を 通し て国の補助政策の効果で元売等から 卸価格が抑制さ れま
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し たが、 月  日以降は定額支援に変更さ れたため、 原油コ スト 変動が卸価格に反

映さ れる よう になっ たこ と で、 前年度比で若干の値上がり と なり まし た。 また、 今

年度は旧暫定税率が    年に導入さ れて以来、 約  年ぶり に終了と なる 節目の年度

と なり まし た。  月  日以降は 週毎に旧暫定税率分と 同額の  . 円まで補助金を

拡充し て価格を 抑制し 、  月  日で旧暫定税率及びガソ リ ン への補助金が廃止さ れ

まし た。

し かし 、    年の年初よ り 、 地政学リ スク により 原油価格は徐々に上がり 、 月

  日に勃発し たイ ラ ンを 巡る軍事作戦の影響により 原油価格が暴騰。 旧暫定税率廃

止により 下がっ た小売価格も 連れ高と なり 過去最高値を記録するこ と と なり まし た。

〇卸市況

今年度、 国の激変緩和対策事業が 月末よ り 定額引き 下げ措置に変わっ たこ と

で、 ある 程度、 原油コ スト 変動が反映さ れるよ う になり まし た。 し かし 、 急激な原

油価格変動の小売価格への影響を緩和する と いう 基本方針は維持さ れたため、 年度

を 通し てほぼ大きな価格上昇は起き ず安定し た値動き と なり まし た。 他方、 ガソ リ

ン 旧暫定税率廃止に向けて  月中旬以降は補助額が拡充さ れたため、 段階的に卸価

格は引き 下げら れていき まし た。

全国平均卸価格（ エネ庁調査） の  年度平均（  ～ 月） は   . 円/L（ 消費税抜

き ） で前年度（    . 円） と 比べ . 円安で推移し まし た。 振り 返ると 、 第 四半期

（  ～ 月） は   .  円/L （ 前年   .  円）、 第 四半期（  ～ 月） は   .  円/L

（    . 円）、 第 四半期（   ～  月） は   . 円/L （    .  円）、 第 四半期（  ～

 月） は   . 円/L（    . 円） でし た。

最高値は    年 月 週の   . 円、 最安値は    年  月 週～  年 月 週に

かけての   . 円でし たが、 こ れはガソ リ ン 税の旧暫定税率廃止が影響し ており ま

す。
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一方で、 輸入価格について  年度平均（  ～ 月） は  . 円/L（ 消費税抜き 、 補

助金適応後） で前年度（   .  円、 同） と 比べ . 円高で 推移し ま し た。 輸入価格

（ 補助金適用後） と 国内の海上スポッ ト （   . 円） と の値差は . 円安、 陸上スポッ

ト （   . 円） と の値差は . 円安と なり 、 輸入価格が最も 競争力のある 価格と なり

まし た。

※  年度のガソ リ ン 輸入量は   万㌔㍑（ 前年   万㌔㍑ 対前年度比   減） と な

り まし た。

〇小売・ 精製粗利

原油 CIF ベースでみた  年度平均における 小売粗利（ 全国平均） はガソ リ ン が

  .  円/L（ 前年  .  円/L）、 軽油が  . 円/L （   . 円/L ）、 灯油（   ～ 月） が

  .  円/L （   . 円/L ） と なり ま し た。 加えて 、 粗利益率で みる と 、 ガソ リ ン が

  .  （ 前年  .  ）、 軽油が  .  （   .  ）、 灯油（   ～ 月） が  .  （   . 

） に 止まり まし た。

一方、 精製粗利はガソ リ ンが  . 円/L（ 前年  . 円/L）、 軽油が  . 円/L（   . 

円/L）、 灯油（   ～ 月） が  . 円/L（   . 円/L） と なり まし た。 因みに小売粗利

と 比べる と 、 ガソ リ ン は精製粗利が . 円/L 割高、 軽油は精製粗利が . 円/L 割

高、 灯油は精製粗利が  . 円/L 割高と なり まし た。
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◯ 経営部会活動

 ア 事業環境の変化（ 内需減・ 原油高騰・ 人材確保・ 賃上げ等） に備えた諸対策の検

討及び健全経営の推進（ 部会標語の普及等）

 政府方針に基づく 賃上げ実現に向けた活動

昨年度、 一昨年度に続き、 賃上げ実現に向けた活動と し て、  都道府県組合を

対象に組合員 SSの賃上げ状況を 調査する こ と を 目的にアン ケート 調査を 行いま

し た。 アン ケート 調査は 月に集計、 調査回答数は組合員単位で   社と なり ま

し た。 その中で、 賃上げ対応状況は、 社員（     年  月以降） では全体の  .  

が実施し 、 実施し た中では「  以上の実施」 が   . で一 番多い状況でし た。

パート ・ アルバイ ト （     年  月以降） でも 全体の  .  が実施し ており 、 こ ち

ら も 実施し た中では「   以上の実施」 が  . で一番多い 状況でし た。 他方、

社員、 パート ・ アルバイ ト 共に「 実施し ていない」 が   超で、 個別の回答と し

ては共に最も 多い状況です。 主な理由と し ては、「 経営の先行き が見通せない」、

「 競争が激し く 、 賃上げを するための利益が得ら れない」 等が挙げら れており 、

問題点も 浮き 彫り と なり まし た。

 原油高騰対策に向けた活動

    年 月末に起き たアメ リ カ ・ イ スラ エルの共同軍事作戦により 攻撃を 受け

たイ ラ ンがホルムズ海峡を事実上封鎖し たこ と で、 中東産原油の輸入が 割を超

える わが国は大き な影響を 受ける こ と と なり まし た。 原油価格は瞬く 間に急騰

し 、 卸価格も 連れ高と なる 中、 月第 週には 度の値上げ幅では過去最大と な

る 、 前週比  円高と なり まし た。

こ う し た状況を 受け急遽、 月 日には森会長、 喜多村経営部会長連名で「 適

正なコ スト 転嫁で経営を 自主防衛し よう 」 と 題する 緊急提言を 各石油組合に発出

し たほか、 原油高騰を 消費者へ通知する ためのポスタ ーを  日付の機関紙「 ぜん

せき 」 に折り 込み配布、 併せてポス タ ーデザイ ン を 「 ぜんせき web」 から ダウ

ン ロ ード でき る体制を 整えまし た。
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 燃料油価格激変緩和対策事業（ 以下、 激変緩和事業） の周知

今年度、 政府は燃料油価格への補助事業を  度修正し まし た。 先ず 月  日よ

り 、 足下の物価高対策や当分の間税率（ 旧暫定税率） の扱いについて結論が出る

までの間、 激変緩和対策事業を組み直し た定額引き 下げ措置を 開始。 次に中東情

勢混乱に伴う 原油価格上昇を 受けて、 月  日から は定額支援を し ても なお   

円以上になる 見込みと なっ た場合に、 超過分を 全額支援する激変緩和的措置を追

加。 次に  月  日よ り 、 こ れまで実施し てき た定額引き 下げ措置の中で、 旧暫定

税率と 同額（ ガソ リ ン  . 円、 軽油  . 円） まで補助額を拡充し ていく 制度の開

始。 そし て最後に、 中東情勢の緊迫化に伴う 原油価格の急騰に対応するため、 旧

暫定税率廃止と と も に終了し ていたガソ リ ン を 含め、 激変緩和措置の時のよ う に

小売価格で一定の基準になる よ う （ 今回は全国平均小売価格で   円） 支援する

制度を  月  日よ り 開始し まし た。 こ う し た制度の変化を 組合や組合員に周知す

る こ と を目的に、 制度変更の都度、 オン ラ イ ンで説明会を 実施し まし た。

 イ 元売・ 販売業者間の連携推進（ サプラ イ チェ ーン維持へ適正市場の構築、 発券店

値付けカ ード 等の適正化への支援活動）

 サプラ イ チェ ーン 維持へ適正市場の構築

会員制の大手流通業者の SS新設が加速し ており 、 出店地域では多く の SSが

多大なる影響を受けており ます。 こ う し た状況を踏まえ、 今年度は事務局による

出店地域の視察や自治体、 地元商工会議所と の意見交換を 実施し 、 大手流通業者

出店の影響、 災害時における 地元販売業者の重要性を 理解し ても ら えるよ う 取り

組みまし た。

出店地域では、 山梨県の甲府商工会議所を 訪問し 、 同会議所が実施し た「 南ア

ルプス倉庫店出店に関する調査」 結果を も と に意見交換を 実施し まし た。 出店が

噂さ れる地域では茨城県ひたちなか市、 岡山県赤磐市を訪問。 能登半島地震にお

ける 事例などを 示すこ と で、 大型 SSに一極集中する こ と が災害時のリ スク にな

る こ と を 示すと と も に、 その逆で災害時には分散し て存在する SSネッ ト ワーク

が重要になる こ と 等の説明を 行いまし た。

 ウ 公正競争環境の整備（ 不当廉売申告のよ り 積極的な推進及びガソ リ ン 不当廉売ガ

イ ド ラ イ ン改定の検証、 総額表示及び価格表示ガイ ド ラ イ ン 順守の推進）

 警告事案について

 月  日付で、 公取委は村上商事株式会社の福知山イ ン タ ーセルフ SS、 福知

山中央セルフ SS（ いずれも 所在地・ 京都府福知山市） の SSに対し て、 レ ギュ

ラ ーガソ リ ン の小売販売価格が独占禁止法第 第 第 号（ 不当廉売）に該当し 、

同法第  条の規定に違反する おそれがあると 警告を 行いまし た。

 公取委によ る 独占禁止法説明会・ 意見交換会

さ ら に公取委は「 給油所の競争状況に関する 地域別実態調査」 の第 弾の実施

を 決めまし た。 第 弾の調査対象地域は、 青森県青森市、 群馬県前橋市、 広島県

広島市、 徳島県徳島市、 福岡県福岡市、 沖縄県南城市の 地区と なり まし た。 こ

れまで同様、 調査対象の全地域において SS対象のアン ケート 調査（     年度内

に公表） などを行う と と も に、 公取委主催の不当廉売に関する 説明会・ 意見交換

会が開催さ れまし た。 説明会では、 松本取引企画課長より 不公正な取引方法につ
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説明会開催状況

開催場所 開催日 説明会出席者数 意見交換会出席者数

群馬県前橋市     年  月  日   名   名

広島県広島市     年 月  日   名   名

徳島県徳島市     年 月 日   名   名

福岡県福岡市     年 月  日   名   名

沖縄県南城市     年 月  日    名   名

青森県青森市     年 月  日   名   名

―  ―

いて、 主に不当廉売の成立要件等について説明が行われまし た。 説明会での質疑

や意見交換会においては、 不当廉売問題に限ら ず、 発券店カ ード やコ ンプラ イ ア

ン ス対応まで幅広い意見交換が行われまし た。

◇過疎地関係

SS過疎地問題については、    年度も 引き 続き 過疎地の自治体が地域の燃料供

給に関する計画を策定する 際に利用でき る 国の補助事業等について、 全国知事会や

一般社団法人全国過疎地域連盟にも 情報共有し 、 ◯ 自治体担当者に自分たち の自治

体の状況等を 把握し ていただく こ と 、 ◯ 域内 SS事業者と コ ミ ュ ニケーショ ン を と

る こ と の重要性と 併せて、 過疎地域の自治体への周知・ 説明をし ていただく よ う 要

請し まし た。

また、 長野県が県内 SS過疎地の支援に取り 組むために開催する会議にオブザー

バーと し て出席し 、 県の取り 組みを サポート いたし まし た。

加えて今年度は、 SS過疎地の現状を 確認する ために、 現在資源エネルギー庁が

発行し ている 「 SS過疎地対策ハン ド ブッ ク 」 内の取組事例に掲載さ れている 自治

体を 中心に、 奈良県下市町及び川上村、 高知県四万十市大宮地区、 大分県杵築市大

田地区の自治体や事業者を 訪問し 、 現在の状況、 抱えている 問題等について意見交

換を 行い、 各事業者の取り 組みを開始し てから こ れまでの状況、 今後も 経営を 継続

し ていく ための課題等、 意見交換の中で得ら れた情報は自民党石油流通問題議員連

盟等で問題意識を共有し まし た。

◇「 法律相談室」「 経営相談室」 による 会員への助言・ 指導

 不当廉売事例・     年度上期（  月～ 月） の「 注意」 件数  件（     年度（  月

～ 月）    件） について、 また、 警告事案 件について独禁法に基づく 申告を 奨

励・ 指導。

 今年度の経営相談件数は   件にのぼり まし た。 SS数の減少が続く 中、 特に事業承

継に関する 相談が大き な割合を 占めています。 こ う し た状況に対し 、 各地の SS事

業者への現地ヒ アリ ン グを 継続的に実施し ており 、 経営力強化や多角化推進に向

けた具体的な アド バイ ス に活用し ています。 更に中小企業者油外収益確保等取組

支援事業（ 補助金） の制度設計にも 協力いたし まし た。

また、 昨今の社会情勢を 反映し 、 店頭でのカ スタ マーハラ スメ ン ト （ カ スハラ ）

が深刻な課題と し て浮上し ています。 ト ラ ブ ル相談の増加を 受け、 組合員向けに
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「 カ スハラ 対応マニュ アル」 およ び「 カ スハラ 防止ポスタ ー」 を 作成・ 配布し たほ

か、「 カ スハラ 対策セミ ナー」 も 開催し 、 現場の負担軽減に向けた支援を 強化いた

し まし た。

◇コ ン プラ イ アン ス委員会の活動

長野県北信地区の販売事業者ら によ るカ ルテル疑惑が発生し たこ と を 受け、    

年度、 新たにコ ンプラ イ アンス委員会が設置さ れまし た。 コ ンプラ イ アンス委員会

は、 各石油組合における コ ン プ ラ イ ア ン ス委員会設置への協力を 要請する と と も

に、 各石油組合がコ ンプラ イ アンス委員会を 設置し た後でどのよ う な活動を すれば

よ いか悩むこ と がないよ う にするため、 各種ツ ール類の作成・ 提供、 コ ンプラ イ ア

ン ス委員会活動に関する 相談の受け付け、 組合理事会等における コ ンプラ イ アンス

委員会設置の意義に関する 説明等を 行いまし た。

また、 資源エネルギー庁から の要請を基に、 石油組合が取り 組むべき  項目のコ

ン プラ イ アン ス強化策を 定め、 全石連 HP「 石油広場」 に掲出すると と も に石油組

合にも 実施協力要請を 行いまし た。

◎提供マニュ アル等

． コ ン プラ イ アン ス宣言（ 組合用・ SS事業者用）

． コ ン プラ イ アン スマニュ アル（ 案）

． 社 員向け注意喚起資料

． 相 談窓口設置規定（ 案）

． 会 議等における 独占禁止法遵守に係る 指針

◎コ ン プラ イ アン ス強化策（  項目）

． 石 油組合と SS事業者によ る コ ンプラ イ アン ス宣言

． 法 令遵守マニュ アルの策定

． 石 油組合におけるコ ン プラ イ アン ス委員会設置等の体制整備

． 注 意喚起ポスタ ーの作成・ 掲示

． 有 識者を 講師と し た県単位での研修会の開催

． 石 油組合でのコ ンプラ イ アンス体制整備のための相談窓口の設置

． SS 経営革新・ 次世代部会関係事業

  GX 政策を 踏まえ、 新たな事業等（ 協業・ 共同化等） の検討（ SS業界の次代を 担う

経営者が集う 「 SS未来フ ォ ーラ ム」 と の連携）

政府方針により 、    年カ ーボンニュ ート ラ ル（ CN）、    年新車販売   電動車」 

が示さ れたこ と で、 BEV が次世代車の主力と 言われてき まし たが、 依然と し て新車販売

における BEV のシェ アは伸び悩んでおり ます。 こ う なると 、 引き 続き内燃機関が搭載さ

れて いる HEV が新車販売の主流と な る と 考えら れる 中で CN を 実現し て いく ために

は、 燃料の CN 化が必須と なり ます。 政府は水素と 二酸化炭素を 原材料と する 液体合成

燃料に先駆け、 バイ オエタ ノ ールを ガソ リ ンに   混合さ せる E  ガソ リ ン の早期商用

化を実現し 、 内燃機関搭載車両の CO 排出量削減に向けた取り 組みを進めており ます。

こ う し た状況を 踏まえる と 、 SSはまだまだ燃料供給拠点と し ての役割を 担っ ていく
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こ と が求めら れる こ と になり ますが、 一方で燃料油需要は年々減少し ており 、 SSのビ

ジネスモデルは燃料油中心から 多角化を 進めていく 必要があると 考えら れます。

こ のため当部会では今年度、 全国中小企業団体中央会が行っ ている 補助金を 活用し 、

近年注目さ れている 「 デザイ ン 経営・ デザイ ン 思考」 の手法を取り 入れたワーク ショ ッ

プを 東北・ 仙台市、 関東・ 東京都、 近畿・ 大阪府、 中四国・ 広島市の 会場での開催を

企画し 、 こ れから の石油販売業界を 担う 若手経営者が集う 、 全国  組合に設置さ れてい

る 青年部会の会員に参加を 呼びかけ、 実施し まし た。

こ のワーク ショ ッ プの内容と 各回で出さ れたビジネスモデル案を「 こ れから のサービ

スステーショ ンを 考える ハン ド ブッ ク 」 と し てまと め、 各石油組合にデータ で配布する

と と も に、 機関紙「 ぜんせき 」 に掲載し まし た。

  今後の経営環境変化を 踏まえた SS生産性向上や事業多角化等に寄与する 消防法規制

緩和領域の抽出・ 情報収集と 規制緩和策の実現

消防庁危険物保安室では、 数年前から セルフ SSにおける AI 給油許可システムの社

会実装に向けて当該システムの安全性の確認と 消防法省令改正を 検討するための委員会

を 開催し ており 、  年度には『 一定の条件下、「 AI」 の判断で給油を 許可し 、 条件を 外

れる 場合は、「 人」 に引き 継ぎ、「 人」 が判断し 、「 人」 が給油を 許可』 する STEP . と

呼ばれる 段階の安全性を 確認し ており 、  年度に、 消防法省令改正が行なわれまし た。

当該システムは  年度に実装さ れる 見通し です。

近年、 石油販売業界の人手不足は年々深刻度を 増し ており ます。 こ う し た中、 人員の

省力化につながる と の期待も 高いこ と から 、 AI 給油システ ムの開発状況等を 確認する

ため、 月の部会には、 総務省消防庁危険物安全室長を 招き 、 AI 給油について説明を

受けたほか、 ト キコ システムソ リ ュ ーショ ン ズ担当者を 招き 、 同社が開発し ている AI

給油システムについて説明を 受けまし た。

  小規模組合員向けの新たな SSビ ジネスモデル確立につながる諸策の推進

今年度も 、 SS事業者が全国の先進的な SS経営の事例を 参考と し つつ、 自社のビ ジ

ネスモデルを 見直し 、 改善し ていく 契機と する ために取り 纏めら れた「 SS経営に関す

る 優秀事例   選」 で紹介さ れた事業の中から 、 汎用性がある と 判断でき る 事案につい

て、 実施事業者の協力を 得て、 新規事業の深掘り や、 その後の事業の状況等に関するヒ

アリ ン グや意見交換を行いながら まと めた事例紹介を 、 昨年度に引き 続き 会議等で周知

し まし た。

  国内外の自動車関連業界の動向（ CASE、 MaaS等） 情報等の調査収集・ 提供

東京ビ ッ グサイ ト にて 、   月末から  月上旬の日程で 開催さ れた Japan Mobility

Show     を 視察し まし た。 年前の開催時は、 世界的に EV シフ ト と 言われていた最

中での開催と いう こ と も あり 、 出展メ ーカ ーのコ ンセプト カ ーでも EV が中心であり ま

し た。 今回、 国内における EV 販売台数が伸びてない中で迎えたモビ リ ティ ショ ーでし

たが、 結果と し ては EV やモビ リ ティ と 言われる小型の車両が多く 展示さ れており まし

た。

国内メ ーカ ーで言えば、 各社の戦略がはっ き り と 分かれた展示内容でし た。 国内 大

メ ーカ ーで言えば、 ト ヨ タ は内燃機関車、 HV、 PHV、 EV を 満遍なく 展示し 、 全方位

で地域に応じ てパワート レ イ ン を変える 戦略。 ホン ダは電動化路線を よ り 明確化し 、 コ
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ン セプト モデルは全て EV。 FCV、 水素の燃料電池車両を 含め電動化車両が中心の展示

でし た。 日産は、 EV の先陣を 切っ たメ ーカ ーであり 、 現時点で進めて いる ア リ ア 、

リ ーフ と いっ た EV が中心でし たが、 HV システムを 搭載し た新型エルグラ ン ド が一番

注目さ れていまし た。

海外メ ーカ ーはそも そも 出展が少なかっ たですが、 中国の BYD、 韓国のヒ ョ ン デ、

ヒ ョ ン デグループのキアと いっ たメ ーカ ーは全て EV を 展示。 特に BYD は日本の軽自

動車規格の EV を 展示し ており 、 かなり 注目さ れていまし た。

現時点では消費者から EV が選択さ れていると は言えない状況下での開催でし たが、

EV の展示が多かっ た点を 踏まえますと 、 メ ーカ ーと し てはまだ、 EV の方向性を 維持

し ている と いう こ と になり ますので、 我々も 引き 続き 動向を 注視し ていく 必要があり ま

す。

関連し て、 月の部会では、 経済産業省よ り 自動車課の伊藤課長を 招き 、「 自動車産

業の現状と 政策対応の方向性」 と 題する 講演を 聴講し まし た。 新聞報道と は異なる 世界

の EV 市場の実態がデータ に基づき 解説さ れ、 日本政府の「 マルチパスウェ イ 戦略」 や

具体的な支援策（ 補助金、 イ ン フ ラ 整備） を説明し ていただき まし た。 また、 脱炭素化

（ EV 充電イ ン フ ラ 、 合成燃料、 バイ オ燃料）、 デジタ ル化（ SDV、 自動運転）、 国際的

な関税問題（ 日米合意、 メ キシコ ・ カ ナダから の輸入車への高関税） と いっ た課題への

政府の取り 組みも 詳細に説明し ていただき まし た。

さ ら に、 米国市場における 関税の価格転嫁の困難さ （「 やせ我慢競争」） がメ ーカ ー収

益に与える甚大な影響や、 日本の自動車関連税制（ 環境性能割の廃止、 保有段階の税見

直し 、 EV への新課税案） の動向も 共有さ れた。 経済安全保障の観点から は、 半導体や

重要鉱物の供給網リ スク と 政府の対策に関する 内容等も 説明を受け、 講演内容は各石油

組合にも 提供し まし た。

  「 SS未来フ ォ ーラ ム」（ 青年部） 活動の推進

同フ ォ ーラ ムは    年  月に「 全国石油業青年部連絡協議会」 と し て設立（     年に

現フ ォ ーラ ムへ改称） さ れ、 本会はその活動に対し て、 組合後継者の育成対策の一環と

し て積極的に活動支援を 行っ ています。

    年度は、 昨年に引き 続き 活動スロ ーガン 「 絆・ 私たち だから こ そでき るこ と 」 を

掲げて、 役員会や定例会の開催を通じ て会員相互の研鑽と 情報交換に努めまし た。

○主な活動内容（ 会議開催）

第 回定例会（     年 月） では、 株式会社 IP ディ レ ク ショ ン の土生哲也氏を 講

師と し て招待し 、「 中小企業経営を アッ プデート する 「 デザイ ン経営」 への誘い」 を

テ ーマと し た講演会を 開催し まし た。 SS経営革新・ 次世代部会と 連携し て取り 組ん

だ SSワーク ショ ッ プに繋がる 内容と し て、 ブラ ン ド の構築やイ ノ ベーショ ン の創出

に活用する 経営手法に関し てご講演いただき 各参加者は理解を 深めまし た。

第 回定例会（     年 月） では、 二部制での開催と し 、 株式会社タ ツ ノ の鍵川奨

氏によ る「 AI 給油許可システム」、 全石連・ 坂井常務と 油政連・ 杉谷常務によ る 「 軽

油引取税交付金および油政連活動」 を テーマに講演会を 開催し まし た。

○その他活動内容

    年 月には全石連総会開催地北海道札幌市で、 全石連 SS未来フ ォ ーラ ム役員
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会の主催で未来フ ォ ーラ ム総会および青年部交流を 開催し 、 全国の青年部から 約  名

が参加し 大変盛況と なっ たほか、 地方で開催さ れる 青年部会へ同フ ォ ーラ ム役員が出

席する などし て、 地元の若手経営者と の意見交換等を行う こ と で、 各組合青年部会へ

の参加者拡大に向けた取り 組みを 行いまし た。

また、 SS経営革新・ 次世代部会と 連携し た取り 組みと し て、 全国 地区（ 東北、

関東、 近畿、 中国・ 四国） でデザイ ン 経営の考え方を取り 入れた「 新たなビジネスモ

デル」 を検討する ワーク ショ ッ プを開催し 、 各地域の青年部会員が参加し まし た。

なお、 会員数は徳島県石油組合「 徳島県青年部会」 が 月に新たに加入し 、 全国で

  組合と なり まし た。

〈 役員会・ 定例会・ 総会の日程〉

◯  月  日 第 回役員会（ リ モート 開催）

◯  月  日 総会

     年度事業・ 決算報告案、    年度事業計画・ 予算案承認

◯  月 日 第 回役員会（ リ モート 開催）

◯  月 日 第 回定例会（ 講演会）（ リ モート 開催）

「 中小企業経営を アッ プデート する「 デザイ ン経営」 への誘い」

株式会社 IP ディ レ ク ショ ン 代表取締役 土生 哲也 氏

◯  月  日 第 回役員会（ リ モート 併用）

◯  月  日 第 回役員会

◯  月  日 第 回定例会（ 講演会）（ リ モート 併用）

第一部 「 AI 給油許可システム」

株式会社タ ツ ノ 営業木部システム事業部 次長 鍵川 奨 氏

第二部 「 軽油引取税交付金およ び油政連活動」

全国石油商業組合連合会 常務理事 坂井 信 氏

全国石油政治連盟 常務理事 杉谷 博教 氏

． 政策・ 環境部会関係事業 

      （ 令和 ） 年度税制改正要望について

政策・ 環境部会（ 出光泰典部会長） は    年 月、 以下  項目から なる税制改正要望

を 取り まと め、 関係各所に要望し まし た。

． こ れ以上の石油増税には絶対反対（ 炭素税等の新税の創設は絶対反対）

． 地球温暖化対策税の引上げ（ 石油石炭税への上乗せ） には絶対反対

． 電気自動車（ EV） や水素・ 燃料電池自動車（ FCV） 等と の課税公平性の実現

． ガソ リ ン 税・ 軽油引取税の当分の間税率（ 旧暫定税率） の廃止及びガソ リ ン 流通在

庫に係る手持ち 品控除（ 還付） の実施【 拡充】

． 内航運送用船舶燃料等を 対象と する 地球温暖化対策税分に係る還付制度の延長

． ガソ リ ン 税に係る消費税の上乗せ課税（ タ ッ ク ス・ オン ・ タ ッ ク ス） の廃止

． バイ オディ ーゼル燃料（ BDF） に係る 軽油引取税の課税免除措置の創設【 新規】

． 農林漁業用 A 重油に対する 石油石炭税の特例措置の恒久化

 ． ガソ リ ン 税相当額の貸倒れ還付制度の創設
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  ． 販売店を 対象と する 軽油引取税貸倒れ還付制度の創設

全石連はこ れら の要望事項の実現に向け、 全国石油政治連盟と 連携し 、 自民党・ 石油

流通問題議員連盟に要望を 行っ たほか、 与野党に対し ても 、 こ れら 税制改正要望の実現

を 強く 訴えまし た。

また、  月 日には、 油政連、 石油連盟と と も に『 石油増税反対総決起大会』 を 開催

し 、 全国各地から 約   人の石油組合及び油政連の幹部ら が参集し まし た。 当日は自由

民主党・ 石油流通問題議員連盟の逢沢一郎会長、 自民党・ 税制調査会の小野寺五典会

長、 日本維新の会・ 税制調査会の梅村聡会長などの国会議員ら  人も 出席し 、    （ 令

和 ） 年度税制改正要望に加え、 災害時の“ 最後の砦” と なる SS網の維持・ 強化の必

要性や、 EV 等への課税公平性の実現、 次世代燃料の実用化に向けた支援強化などを 訴

えまし た。

こ う し た精販一体と なっ た要望活動の結果、  月  日に決定し た    （ 令和 ） 年度

与党税制改正大綱では、 ガソ リ ン税・ 軽油引取税の当分の間税率（ 旧暫定税率） の廃止

を 盛り 込んだほか、 EV・ FCV 等について車両重量に応じ た課税方式を 新たに導入する

自動車関係諸税の見直し や内航運送用船舶燃料等を 対象と する地球温暖化対策税分に係

る 還付制度の 年延長の方針が示さ れまし た。

ガソ リ ン税・ 軽油引取税の当分の間税率（ 旧暫定税率） の廃止については、    年  

月 日の自由民主党、 立憲民主党、 日本維新の会、 国民民主党、 公明党及び日本共産党

の 党間での合意に基づき 、 ガソ リ ンに対する 補助金を同年  月  日から  週間ごと に

 円ずつ引き 上げ、  月  日の時点で旧暫定税率の廃止と 同水準の  . 円/L まで引き

上げ。 その上で、 ガソ リ ンに対する 補助金に代えて、 ガソ リ ン税の旧暫定税率を    年

  月  日に廃止する こ と と さ れまし た。 軽油引取税については、    年  月 日の与野

党 党間での合意に基づき 、 軽油に対する 補助金を  月  日の時点で旧暫定税率の廃止

と 同水準の  . 円/L まで引き 上げ。 その上で、 軽油に対する 補助金に代えて、 軽油引

取税の旧暫定税率を    年 月 日に廃止さ れるこ と と さ れまし た。

一方、    年 月 日から の軽油引取税の旧暫定税率廃止によ り 、 軽油交付金の交付

率が現行の . のままで 維持さ れた場合、 当該交付金額は半分以下に減額さ れてし ま

う こ と と なり ますが、 軽油引取税の税率が引き 下げら れても 、 ◯ 軽油引取税の特別徴収

事務に要する 作業量は変わら ないこ と から 、 担当人員を減ら すこ と は出来ず、 人件費等

のコ スト 負担額は変わら ないこ と 、 ◯ 現行の交付率は    （ 平成 ） 年度から 現在まで

  年間変わっ ておら ず、 こ の間、 人件費や労務費などの諸物価も 上昇し ているこ と 等か

ら 、 交付率そのも のの引き 上げが不可欠と し て、 全石連では、 軽油交付金を 旧暫定税率

廃止前と 同額の水準にする ため、 現行の .  から .  まで引き 上 げる こ と を 与野党

や関係省庁に対し 要望し まし た。 こ の結果、 総務省は    （ 令和 ） 年度における 交付

率について、    （ 令和 ） 年度の交付率（  .  ） と 同水準と なる .  と する 方針を

示し まし た。 ただ、    （ 令和 ） 年度以降の交付率は未定であり 、 今後の賃上げや物

価動向などを 踏まえれば、 令和 年度以降は「  .   以上」 の交付率を 目指すべく 、 引

き 続き 、 石油販売業界挙げての要望活動を 継続し ていく こ と が不可欠と なっ ています。

沖縄県のガソ リ ン 税（ 旧暫定税率込み） は、 本土  . 円/L のと こ ろ 、 ▼ 円/L の軽

減措置が講じ ら れており 、  . 円/L （ 軽減税率） と さ れている と こ ろ 、 旧暫定税率廃

止後においても 、 現行の▼ 円/L の軽減措置を 維持し 、 沖縄県の軽減税率を  . 円/L

と すべき （ 本土は  . 円/L） と 要望し まし たが、 ▼ . 円/L 軽減の  . 円/L と さ れま
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し た。

  予算要望について

本年度も 石油販売業に必要な予算措置等について、 経済産業省並びに政府・ 与党に対

し 要望活動を 実施し まし た。

  月に開催さ れた自民党・ 石油流通問題議員連盟・ SSの新たな利活用を めざ す PT

において、 全石連並びに油政連と し て、 ガソ リ ン税の旧暫定税率の廃止時期について、

野党法案では  月 日廃止と さ れている と こ ろ 、 ガソ リ ン 補助金の段階的引き 上げ期間

が十分確保でき ないこ と は明白で、 仮に、  月廃止と なっ た場合は、 段階と さ れる 補

助金引き 上げ期間の間隔が短く なる ため、 高値在庫負担や仕入れ代金、 従業員等への賃

金の支払いが困難になる SSが出てく る 危険性を 指摘。 高値在庫負担等を 余儀なく さ れ

る SS事業者の負担軽減策の実現や    年 月時の暫定税率一時失効時に実施し た、 特

別信用保証事業や特別利子補給事業を参考に、 セーフ ティ ネッ ト 保証の柔軟な運用など

SS事業者の資金繰り 支援策について要望し まし た。

こ の結果、 石油流通関係予算と し て、「     （ 令和 ） 年度補正予算（    億円）」 及

び「     （ 令和 ） 年度当初予算（   . 億円）」 が計上さ れまし た。

◯     （ 令和 ） 年度補正予算（    億円） について

令和 年度補正予算は、 災害時に住民生活や復旧復興活動を 支える 燃料供給拠点と

なる SSネッ ト ワーク 維持・ 強化支援事業（    億円） と し て、 令和 年度補正予算

と ほぼ同様の燃料貯蔵タ ン ク 等の大型化や POSシステム（ 在庫・ 売上等の管理シス

テ ム） などの設備投資支援、 SS事業者の事業多角化を 後押し する ための「 自動車保

守整備事業関連設備」 などが補助対象と なり まし た。

また、 小規模 SSの安全検査等の事業継続に要する 経費の支援や中小・ 小規模 SS

の油外収入確保の取り 組みを 支援する 、 当分の間税率廃止に伴い影響のある SSへの

経営再建支援事業（   億円） が措置さ れまし た。 さ ら に、 中小・ 小規模 SSの運転資

金借り 入れに対する利子補給メ ニュ ーが新たに措置さ れたほか、 既存基金を 活用し 、

運転資金を 借り 入れた場合に活用可能な小規模 SS向けの債務保証メ ニュ ーを 追加す

る など、 当分の間税率廃止に伴い影響のある SSへの資金繰り 支援（   億円） も 盛り

込まれまし た。

◯     （ 令和 ） 年度当初予算（   . 億円） について

令和 年度当初予算については、 ◯ SSの災害対応能力等の強化・ 地域の燃料供給

体制の構築、 ◯ 離島・ SS過疎地対策、 環境・ 安全対策、 ◯ 石油製品の品質確保の各

事業について、 概ね前年度（   . 億円） 同様の予算が確保さ れまし た。

※補助対象事業・ 設備は、 以下の通り 。
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〇    （ 令和 ） 年度補正予算

 ． SSネッ ト ワーク 維持・ 強化支援事業

対 象 設 備 予算額（ 億円)

 ． 設備導入等支援事業

◯ 燃料貯蔵タ ンク 等の大型化等

◯ 燃料貯蔵タ ンク 等の修繕

◯ 水検知計量機

◯ 緊急配送用ローリ ー

◯ POSシステム

◯ 灯油タ ンク スマート センサー

◯ 官公需システム

◯ 自家発電設備

◯ 自動車保守整備事業関連設備

 高機能洗車機

 自動車整備・ 検査設備

 板金塗装設備

◯  SS地下タ ンク 撤去工事

   . 

 ． 当分の間税率廃止に伴い影響のある SSへの経営再建支援事業

対 象 設 備 予算額（ 億円)

  安全検査対応

  . 

◯ 消防法第  条第 項の規定に基づく 取扱所及び貯蔵所の定期点検

◯ 計量法第  条に基づく 計量機検定

◯ 揮発油等の品質の確保等に関する法律第  条に基づく 揮発油の分析

  業務安全対策

◯ 空調設備

◯ 熱中症対策用設備及び機器（ 防爆空調服、 スポッ ト ク ーラ ー、 冷蔵庫等）

◯ 防寒対策用設備及び機器（ 融雪マッ ト 、 電熱ベスト 等）

◯ 洗濯機

◯ 除雪機

◯ AED
◯ LED

◯ 消火設備

◯ 情報通信機器

  安全対策等研修

◯ 小規模事業者等が参加する研究会等

◯ 小規模事業者等を対象に実施する事業者等（ 石油組合等） の研修会等

―  ―

 ． 中小企業の油外収益確保等の取組支援（   億円）

燃料油販売事業に加え、 中小 SSによ る 油外収入の確保に資する 設備投資等の取組に補助

する こ と で燃料油価格の急変によ る 中小 SSの経営への影響を 緩和する ため、 異業種等と の

連携による 油外収入拡大を後押し する。

 ． 環境保全・ 構造改善促進利子補給事業（   億円）

  経営安定化特別利子補給制度

  経営安定化特別保証制度
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〇    （ 令和 ） 年度当初予算

 ． SSの災害対応能力等の強化

内 訳 予算額（ 億円)

  災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備事業  . 

  地域における新たな燃料供給体制構築支援事業費  . 

  災害時に備えた社会的重要イ ンフ ラ への自衛的な燃料備蓄の推進事業  . 

 ． 離島・ SS過疎地対策、 地域における 新たな燃料供給体制構築

内 訳 予算額（ 億円)

． 離島・ SS過疎地等における 石油製

品の流通合理化支援事業費

  離島のガソ リ ン流通コ スト 対策事業   . 

  離島への石油製品の安定・ 効率的な

供給体制の構築支援事業
 . 

  環境・ 安全対策等  . 

 ． 石油製品の品質確保

内 訳 予算額（ 億円)

． 石油製品品質確保事業 
  石油製品品質確保事業   . 

  石油流通システム構築事業  . 

―  ―

  軽油引取税の当分の間税率（ 旧暫定税率） の廃止に伴う 課税の取扱いについて

軽油引取税の当分の間税率（ 旧暫定税率） は、 月  日閣議決定さ れた地方税法等の

一部を 改正する法律案において、    年 月 日に廃止する こ と と さ れまし た。

こ れに伴い、 総務省は同日の 月  日付けで、 軽油引取税の特別徴収義務者が他の販

売業者と の間で軽油の「 委託販売契約」 を 結んでいる 場合における課税上の取扱いにつ

いて整理し た通知文書を 各都道府県税担当課宛に発出いたし まし た。

当該通知文書の発出を 受けて、 全石連では、 委託販売契約を結ぶ販売業者及び特別徴

収義務者のそれぞれが行う 所定の事務手続き に関する 「 Q & A」 を 経済産業省資源エネ

ルギー庁燃料流通政策室と の協議を 経て作成し まし た。 旧暫定税率の廃止に伴う 、 軽油

引取税の適正納付に向け、 全国の石油組合理事長宛てに、 委託販売契約に係る所定の事

務手続き に加え、 Q & A の活用について、 傘下組合員の皆様への周知を 呼びかけま し

た。

  国内ガソ リ ンスタ ンド におけるク レジッ ト カ ード 取引対応指針について

ク レ ジッ ト カ ード 業界では、    年の割賦販売法改正以降も ク レジッ ト カ ード の不正

使用が後を絶たず、 悪質化・ 巧妙化し ているこ と から 、 セキュ リ ティ 対策を 強化。  年

以降の対応と し て、 国際ブラ ン ド（ VISA、 MasterCard など） では、「 サイ ン取引」 は、

本人確認と し ての有効性を 認めないこ と と し ており 、 加盟店の業務上の必要性に応じ て

実施する（ 任意） も のと し て取り 扱っ ています。 SSでのク レジッ ト カ ード 取引のう ち 、

 万 千円を超える カ ード 取引については、 こ れまで「 サイ ン 」を 許容し ていまし たが、

今後は給油以外の取引（ 洗車やタ イ ヤ交換等） を 中心に、 原則「 PIN 入力（  桁の暗証

番号）」 が必要と なる こ と から 、 全国の石油組合を 通じ て組合員に周知を 行いまし た。
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  次世代燃料の導入拡大について

資源エネルギー庁は、 バイ オエタ ノ ールや合成燃料など次世代燃料の導入促進に向け

た今後の取組について、 合成燃料の商用実用化に向けては、 製造プラ ン ト などの建設コ

スト 上昇によ り 計画を見直し 、 再生可能エネルギーを 起点と し た合成燃料製造プロ セス

から 、 よ り 経済性の高いバイ オエタ ノ ール系合成燃料に切り 替え、 合成燃料製造技術の

早期確立を目指す方針を 明ら かにし まし た。

一方、 ガソ リ ン へのバイ オエタ ノ ール導入拡大に向けては、 月に取り まと めたアク

ショ ン プラ ン に掲げた  年度を 目途と し た E  の先行導入地域について、 沖縄本島での

実施を 提案。 過去に沖縄で行われた E ・ E  実証事業の成果も 踏ま えながら 、 今後、

石油業界・ 自治体などの関係者の理解、 協力を 得ながら 先行導入に向けた検討を 進めて

いく 方針を決めまし た。 資源エネルギー庁は、 県や経済団体等、 関係者の理解・ 協力を

得ながら 検討を進めており 、 全石連と し ても 、 こ う し た国の方針に則っ て、 沖縄県石油

商業組合と 連携を 密にし ながら 、 適切に対応を 進めている と こ ろ です。

  SSを 取り 巻く 環境変化・ 技術動向、 国内外の DX の概況について

 月に行われた政策・ 環境部会では、 野村総合研究所（ NRI） の稲垣仁美氏を 招き 、

DX（ ＝デジタ ルト ラ ン スフ ォ ーメ ーショ ン ） や GX（ ＝グリ ーン ト ラ ン スフ ォ ーメ ー

ショ ン ） など の急速な進展によ る SSを 取り 巻く 環境変化を 踏まえ、「 変化の時代に生

き 残る “ 地域のガソ リ ン スタ ン ド ” と は」 をテーマに講演を 行いまし た。

NRI の稲垣氏は、 SSにおけるAI（ ＝人工知能） 等の技術を 活用し た自動化・ 効率化

の動き や、 最新の自動運転技術の商用化動向について説明。 危険物を 取り 扱う SSの安

全確保を 前提と し た人手不足の解消、 SSの拠点維持のための省力化・ 効率化を 目的と

し たセルフ SSにおける AI 給油許可監視支援シ ステ ムの開発・ 実証の進捗状況につい

て報告し まし た。 また、 自動運転技術の実用化に向けた、 米国・ 欧州・ 中国などの海外

動向や日本国内の取り 組み状況などについて説明し まし た。

  『 経済財政運営と 改革の基本方針    』、 いわゆる 骨太の方針等の政府方針について

政府方針では、    年カ ーボンニュ ート ラ ルに向けた低炭素水素の導入拡大に向け、

内外における サプラ イ チェ ーン の構築に向けた研究開発、 設備投資や拠点・ 関連イ ンフ

ラ の整備を 支援する こ と と し ま し た。 具体的には、 SAF（ ＝持続可能な航空燃料） に

ついて、 国際競争力のある価格実現に向け、 研究開発や設備投資を促進する ほか、 バイ

オ燃料を 含めた需要創出のための制度の検討に着手すると し まし た。 国民生活や経済活

動に欠かせない石油の安定供給確保に向けた燃料供給体制を 維持し ていく ため、 SSネ

ッ ト ワーク の維持や災害対応の強化に向けた支援も 行っ ていく 方針です。 石油やレ アメ

タ ル等の重要鉱物の安定供給を 確保する ための備蓄の確保にも 引き 続き 取り 組むこ と と

さ れまし た。

  海外における走行課税の動向に関する 調査について

石油連盟と 共同で、 野村総合研究所（ NRI） に委託し 、『 海外における 走行課税の動

向に関する調査』 を 行いまし た。 NRI の報告による と 、 伝統的な自動車関係諸税には、

取得課税（ 自動車取得税）、 保有課税（ 自動車税、 自動車重量税）、 燃料課税（ 揮発油税、

軽油引取税） 等があり ますが、 走行課税と は自動車（ 道路） の利用に関する 税であり 、

走行距離や走行期間に応じ て課さ れるも のと なっ ています。 導入の動機は道路整備財源
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の安定的確保と なっ ていますが、 燃料税が道路特定財源である 米国は低燃費車・ EV 対

策と し て、 燃料税が一般財源である 欧州は越境流入交通対策（ 燃料税を 負担せず国内道

路を 走行する 車の増加）・ 環境対策が導入検討の要因と なっ ています。

米国では、 オレ ゴン州が乗用車に対し てボラ ンティ アながら も 制度化（     年 月）

し 、 ユタ 州（     年 月）、 バージニア州（     年 月）、 ハワイ 州（     年 月） の制

度化が決定し まし た。 欧州では、 ト ラ ッ ク に対し てド イ ツ が    年よ り 制度化。 乗用車

課金の法案も    年に可決し まし たが、    年に欧州司法裁判所の裁定で中止。 欧州委

員会は乗用車へ範囲を拡充さ せたイ ンフ ラ 課金指令を    年に提案、    年 月には議

会・ 理事会で主要論点について合意さ れ、    年 月に成立し まし た。 一方、 英国では

    年 月よ り EV・ PHEV を 対象と し た走行課税の導入計画を    年  月に発表し ま

し た。

  SSネッ ト ワーク 維持強化に資する 制度上の課題に向けた対応について

自民党・ 石油流通問題議員連盟「 SSの新たな利活用を めざ すプロ ジェ ク ト チーム」

は、 前年度に引き 続き 、 平時・ 災害時を 問わずエ ネルギー供給の“ 最後の砦” と なる

SSネッ ト ワーク の維持・ 強化に向けた『 新し い枠組み』 について検討を 行いまし た。

全石連から は、『 新し い枠組み』 の検討にあたっ ては、 SSには過疎地問題と 過当競争

問題と 大き く  つの問題が存在する 中、 こ れは切っ ても 切り 離せない問題であり 、 過疎

地は地方、 廉売は都市部と 単純に二分でき ないなどと 、 一体的な対応策検討の必要性を

訴えまし た。

さ ら に、 大手流通業 SS等の廉売問題など に対する 組合員の声と し て、「 災害時に

“ 最後の砦” と なっ たのは少なく と も 大手流通業者ではないはずだ」「 不当廉売におい

て、 影響要件を 全く 無視する のは我々と し ては理解でき ない」「 大手事業者は自治体の

誘致で進出すると いう こ と も あり 、 競争条件が違い過ぎる のではないか、 公正な競争に

なっ ていないのではないか」 等の意見を 紹介し まし た。

また、 輸入玉の問題については、「 卸価格で 円、 ある いはタ イ ミ ン グによ っ ては  

円以上の格差が出てく る 。 こ のよう な国内マーケッ ト では競争になり 得ない」 と 指摘。

「 何万 KL ある いは何 と い う よう なキャ ッ プを はめていただかないと 、 無際限に認め

ていたら 、 どんどん伸びていく こ と になる 」 と 、 輸入玉の増大にエネルギー安全保障上

の問題点等を 訴えまし た。

SSネッ ト ワーク の維持に向けては、 こ れまでの延長線上の政策ではどう にも なら な

い。 新たなフ ェ ーズで『 新し い枠組み』 を 議論し ていかなければなら ない」、「 各地域に

自立分散型の SSがある から こ そ、 日本のエネルギー安定供給が支えら れている 。」 な

どの意見が出さ れまし た。

こ う し た先生方の声を受け、 新たな法案の検討も 含め、 今後、『 新たな枠組み』 の具

体策について議論し ていく 方針を示し まし た。

   女性経営者の活躍推進に向けた支援

石油販売業界における 女性活躍推進に向けた取り 組みの一環と し て、 昨年度は初めて

女性経営者向け講演会を 開催し 、 女性経営者のみなら ず社員を含め幅広い層から 、 オン

ラ イ ン 参加を 含めて約   名の参加を 得る など 、 大き な反響があり まし た。 参加者から

は、 異業種の講師による 事業承継の経験談や女性視点での組織改革に関する 講演内容に

ついて、 多く の共感と 高い評価が寄せら れたほか、 懇親会においても 同業の女性同士で
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悩みを 共有し ながら 交流を 深めるこ と ができ 、 有意義な機会と なっ たなどの声が多く 聞

かれまし た。

こ う し た前回の成果と 参加者から の意見を踏まえ、 第 回目と なる 今年度は参加対象

を 石油販売業界における 女性経営者に絞り 、 よ り 共通性の高い課題に焦点を 当てた内容

と し まし た。 特に、 多く の参加者が関心を 寄せていた「 事業承継」 を テーマに設定し 、

よ り 実践的かつ共感性の高い講演会の実施を企画し まし た。

当該講演会は 月  日に開催し 、 講師には、 石渡美奈氏（ ホッ ピービ バレ ッ ジ株式会

社代表取締役社長） を招き 、 こ れまでの経営経験や事業承継にまつわる エピ ソ ード 、 な

ら びに企業経営における 考え方等についてご講演いただき まし た。 講演では、 事業承継

に伴う 苦労や意思決定の在り 方、 経営と 所有の違いなどについて実体験に基づく 示唆に

富んだ内容が共有さ れ、 参加者から は「 自身も 事業承継の立場と し て深く 共感し た」

「 困難を感じ さ せない前向き な姿勢に勇気づけら れた」 と いっ た声が寄せら れまし た。

また、 質疑応答においても 具体的かつ的確な回答がなさ れ、 よ り 踏み込んだ理解につ

ながっ たと の評価が多く 見ら れまし た。 講演全体を 通じ て、「 リ アルな経験に基づく 話

が大変参考になっ た」「 今後の経営に向けて前向き な意欲を 得る こ と ができ た」 と いっ

た意見が多く 、 参加者の満足度の高い内容と なり まし た。

一方、 今後の取り 組みと し ては、 女性活躍推進にあたっ ては男性の理解も 重要である

こ と から 参加対象の拡大を 望む声や、 よ り 多様な立場の参加者が学べる 機会の提供を求

める意見も 寄せら れまし た。

今後も 、 女性経営者同士のネッ ト ワーク 形成およ び課題解決に資する 機会の提供を目

的と し て、 参加者の意見を 踏まえながら 、 より 充実し た会合の開催およ び運営方法につ

いて検討し て参り ます。

   改正物流効率化法に基づく 規制措置の導入について

政府は、 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法

（ 物流効率化法） を 改正し 、 荷主・ 物流事業者間の商慣行の見直し 、 荷待ち ・ 荷役等時

間の削減や積載効率の向上等を 図る ため、 荷主・ 物流事業者に対する 規制的措置を 導入

するこ と になり まし た。

すべての荷主・ 物流事業者に対する規制的措置（ 努力義務） は    年度から 、 一定規

模以上の特定事業者に対する 措置（ 義務） は    年度から 実施さ れます。

全石連では、 引き 続き 、 改正物流効率化法の施行状況や特定事業者の指定手続き な

ど、 今後の改正物流効率化法の動向等について注視し 、 組合員はじ め関係者への情報提

供に努めていき ます。

荷主・ 物流事業者に対する 規制的措置の概要については以下の通り です。

 ． すべての事業者

○◯ 荷主（ 発荷主、 着荷主）、 ◯ 物流事業者（ ト ラ ッ ク 事業者等） に対し 、 物流効

率化のために取り 組むべき 措置について努力義務を 課し 、 当該措置について国が

判断基準を 策定

○上記◯ ◯ の事業者の取組状況について、 国が当該判断基準に基づき 指導・ 助言、

調査・ 公表を 実施（     年 月 日施行）

※石油販売業者やロ ーリ ー配送事業者も 該当

   ． 一定規模以上の事業者

○上記◯ ◯ の事業者のう ち 一定規模以上のも の（ 特定事業者） に対し 、 中長期計画
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の作成や定期報告等を 義務付け、 努力義務に係る 措置の実施状況が不十分な場

合、 国が勧告・ 命令を 実施。

○特定事業者のう ち 荷主には物流統括管理者の選任を 義務付け。

   ． 特定事業者の指定基準（     年 月施行予定）

◯ 特定荷主（ 発荷主、 着荷主） 取扱 貨物の重量 万ト ン 以上（ ガソ リ ン 換算で  

万 KL）

※一部の大手石油販売業者が該当

◯ 特定貨物自動車運送事業者等 保有車両台数   台以上

※一部の大手ロ ーリ ー配送事業者が該当

． 災害対策・ 官公需部会関係事業 

  災害協定と 官公需の一体化の推進（ 国・ 国等の関係機関や地方公共団体、 地方議会等

への要望活動）

国等の機関や自治体が、 平時は競争入札で県外業者等から 安値調達を 行いながら 、 災

害時に当該事業者が供給でき なく なると 、 災害協定を 盾に地元石油組合・ 組合員に燃料

供給を 要請するも のの、 平時に戻る と 再び競争入札に戻る と いう 、 災害協定と 官公需の

「 いいと こ 取り 」 の問題を 是正し 、 災害協定と 官公需の一体化を 推進する べく 取り 組み

まし た。

まず、    年 月から  月にかけて、 北海道  地方協同組合並びに  都府県石油組合

を 対象に『 官公需実績（     年度） 及び災害対策に関する アンケート 調査』 を 実施し 、

官公需や災害対策の実態把握に努めまし た。 その結果、    年度の全国の官公需実績の

概要は以下の通り と なり まし た。 受注数量は前年比  、 受注金額は前年比 、 それ 

ぞれ増加し ている こ と が明ら かになり まし た。

（ 官公需受注実績概要）

対象 北 海道  地方協同組合およ び  都府県石油組合

 受注数量（ 全国）    ,   KL（     年度   ,   KL）

 受注金額（ 全国）   ,   百万円（     年度  ,   百万円）

一方で、 災害協定と 官公需の一体化に向けて、 随意契約を はじ めと し た官公需契約を

推進する に当たっ て、 どのよ う な問題が生じ ている のか尋ねたと こ ろ 、 国等の機関や自

治体の無理解や予算の制約等が障害と なっ ているこ と が判明し まし た。 その結果を 自民

党・ 石油流通問題議員連盟の会合で報告すると と も に、 解決に向けて取り 組むよ う 関係

省庁へ要望し まし た。

また、 各地方経済産業局が開催する災害時燃料供給に関するブロッ ク 会議に参加し 、

こ れまでの石油組合の災害対応を 紹介する と と も に、 石油組合及び傘下の組合員 SSが

災害時に『 最後の砦』 の機能を 果たすためには、 平時から の官公需契約が必要であるこ

と を 参加自治体に訴えまし た。

  石油販売業の災害対応力強化に向けた具体的取組の推進、 情報提供（ BCP 策定、 緊

急時連絡網整備、 電動化に伴う 災害リ スク 等）

前述の『 官公需実績（     年度） 及び災害対策に関する アンケート 調査』 によ り 、 石

油組合の災害対策に関する 取り 組み状況を 調査し たと こ ろ 、 BCP または SSマニュ ア

ルについて、  組合が既に策定済みであり 、  組合が現在検討中と の結果になり まし
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た。 引き 続き BCP 策定の推進等に向けて必要な情報提供を 行っ ていきます。

そし て、 石油組合と 国の機関や自治体等と の災害協定の締結数は、    年 月  日時

点で、 国等の機関が   件、 都道府県およ び市町村等（ 消防・ 警察を含む） の自治体が

   件、 その他（ 民間事業者等） が  件で合計   件と なり まし た。 前回調査結果よ り  

件の増加と なり まし た。

また、 非常用自家発電設備を 配備し 災害時に地域住民へ燃料供給を 行う 住民拠点 SS

について、 自費等で自家発電設備を 設置し た SSが自主的に申請する ボラ ンタ リ ー住民

拠点 SSの登録受付を 継続し まし た。 全国の住民拠点 SS数は、    年 月  日時点で

  ,   ヵ 所と なり まし た。

  国等の契約の基本方針に対するフ ォ ロ ーアッ プの継続

◯ 中小企業者に関する 国の契約の基本方針

政府は官公需法に基づく 『 令和 年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針』

を  月  日に閣議決定し まし た。「 中小石油販売業者に対する 配慮」 の項目では、 前

年度の内容を 引き 継ぎ、「 災害時の燃料供給協定を 締結し ている石油組合を 活用し て

円滑な燃料調達ができ ると 認めら れ、 石油組合と の契約が管内の燃料供給拠点の維持

に必要な場合には、 調達を 費用対効果に優れたも のと し て、 当該石油組合と の随意契

約を 行う こ と ができる こ と 」 が記載さ れると と も に、 一般競争入札への地域要件の設

定、 分離・ 分割発注によっ て石油組合の受注機会の増大に努めるこ と と さ れまし た。

また、 同項目には「 燃料油価格激変緩和事業の制度変更によ り 燃料油価格が上昇す

る こ と を 理由と し た契約金額の変更について、 石油組合等から 申出があっ た場合に

は、 迅速かつ適切に協議を 行う こ と 」 と の記載が追加さ れまし た。 こ れは、    年  

月から 燃料油価格激変緩和対策事業によ る補助金が段階的に縮小さ れるこ と で価格変

動が生じ る にも 関わら ず、 官公需契約先が価格改定に応じ ない事例が発生し たこ と を

受け、 関係省庁に要望し た結果、 今年度新たに加えら れたも のです。

さ ら に、「 事業協同組合等、 官公需適格組合の受注の機会の増大」 の項目において、

「 WTO 政府調達協定上、 国が協同組合または連合会と 締結する 契約には、 同協定が

適用さ れないこ と と なっ ており 、 国の物品等または特定役務の調達手続の特例を 定め

る政令第  条及び予算決算及び会計令第  条  号においても 、 事業協同組合等と の契

約は随意契約を 締結でき る と さ れている こ と から 、 石油組合等によ る 随意契約を 締結

する 可能性を 排除し ないよ う に留意する こ と 」 と 記載が追加さ れまし た。 こ れは、

WTO 政府調達協定を 理由に組合と の随意契約を 拒否する 事例があっ たこ と を 受け、

同じ く 関係省庁に要望し た結果と し て加えら れまし た。

◯ 新し い資本主義のグラ ン ド デザイ ン 及び実行計画    改訂版

自民党内で立ち 上げら れた「 物価上昇に合わせた公的制度の点検・ 見直し PT 」 に

おいて、 災害協定と 官公需の一体化の重要性を 説明する と と も に、 国等の機関および

自治体が適切な燃料調達を 実行でき る よ う 予算支援を要望し まし た。

その結果、 政府が 月  日に閣議決定し た『 新し い資本主義のグラ ンド デザイ ン及

び実行計画    改訂版』 において、「 燃料小売業において、 石油組合と 災害協定を 締

結し ている 国等又は地方公共団体について、 当該石油組合と の随意契約が可能であ

り 、 国は積極的にこ の制度を 活用する と と も に、 自治体にも 積極的な活用を 促す」 と

の内容が反映さ れまし た。

引き 続き 、 国等の契約の基本方針を フ ォ ロ ーアッ プし ていく こ と で、 災害協定と 官
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公需の一体化の推進に向けて取り 組んでまいり ます。

． 災害時地下タ ンク 製品備蓄促進支援事業 

本事業は、 中核 SS及び住民拠点 SSを 運営する揮発油販売業者等が、 自治体と 連携し

て同 SSに一定の燃料の備蓄を 行う こ と によ り 、 災害時における 石油製品の安定供給を 確

保し 、 SSネッ ト ワーク の維持・ 強化を 支援するこ と を 目的と し て実施し たも のです。

揮発油販売業者等が中核 SSや住民拠点 SSに一定数量備蓄する 、 ガソ リ ン 及び軽油の

購入費用及び備蓄燃料保管に係る 管理費用を 補助し まし た。

事業実績は、  県で   件の申請に対し 、 億 ,   万円の補助金交付を 行いまし た。

なお、 備蓄燃料の保管期間は 年間と し ており 、 翌年度以降の備蓄燃料保管管理費は都

道府県において支援を 行われる こ と になっ ています。

． 緊急時石油製品供給安定化対策事業 

災害時においても 石油製品の安定供給体制を維持する こ と を 目的に、    年度（ 平成  

年度） よ り 国から の補助金を 受けて、 SSの災害対応能力強化に向けた研修等を 実施し て

います。

本年度は、 昨年度に引き 続き 業界独自の取り 組みと し て、 中核 SS等を 会場と し た災害

時対応実地訓練を 行い、 計  地域において開催し 、 経営者や従業員など昨年よ り   名少

ない計   人が参加し まし た。 SSにおいて発災時を想定し 、 施設の安全確認、 自家発電機

稼働によ る 非常用電源への切り 替え及び緊急車両へ優先給油を 行う 一連のオペレ ーショ ン

訓練を 実施し まし た。 実地訓練後は座学講習と し て訓練総括を 実施し 、 実地訓練で説明し

た発災時の初動対応（ 身の安全確保・ 二次災害防止対策・ 施設の応急点検等）、 給油再開

に向けた対応、 給油再開後の注意点について参加者が実際に発災時に対応でき るよ う 詳細

や写真を 記載し たテキスト を 用いて講師よ り 説明し まし た。 また、 平時の備えについても

備品の整備、 初動対応計画の準備等、 発災時に向けた準備の重要性を説明し まし た。

一方、 住民拠点 SSに設置さ れた緊急用発電機の点検研修を 北海道・ 秋田県・ 新潟県・

島根県において、 ,   台実施し まし た（ 北海道は住民拠点 SS全体の約半数を 実施）。 災

害時においても 、 SSによ る 燃料供給を 円滑に行う こ と を 目的と し 、 住民拠点 SSに設置

さ れた緊急用発電機を 従業員立ち 合いのも と 、 メ ーカ ーが点検・ 説明し 、 運転方法等につ

いて SS従業員が改めて学習・ 確認する 機会と なり まし た。

加えて、 中核 SS等が自治体等主催の合同防災訓練に参加する こ と で、 災害対応能力の

向上と と も に地域防災機関と の連携強化が図れる と の観点から 、 訓練参加に係る費用の一

部を 補助し 、 積極的な参加を 促し ています。 本年度は、  組合が  か所の訓練に参加し 、

中核 SS等における 緊急車両への模擬給油や、 小口燃料配送拠点から の燃料配送等実動訓

練を 実施し まし た。

さ ら に、 今年度よ り 実施を 開始し た災害時 SS対応力向上研修では、 東京都 回、 愛媛

県 回で開催し 、  名が参加し ま し た。 中核 SS、 小口燃料配送拠点、 住民拠点 SS等の

災害時の対応力向上に資する知識の習得や自治体や各地域の消防、 警察と 連携し 、 地域の

実情にあっ た対応の計画・ 習得を 目的と し ており 、 グループワーク で意見交換を 行いなが

ら 、 講師の指導のも と 災害時対応マニュ アルを作成し まし た。
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． 先進的技術開発等支援事業 

本事業は、 揮発油販売事業者等が行う 先進的な技術開発・ 実証事業に要する 費用を 補助

する こ と により 、 地域における 新たな燃料供給体制の構築の推進、 燃料の安定供給体制の

確保を 図る こ と を目的と し て実施し まし た。

カ ーボン ニュ ート ラ ル・ 過疎化・ 人手不足等の課題に対し 、 その克服に向けた新たな機

器等の技術開発を行う 「 技術開発事業」 と 地域の実情や外部環境の変化等に応じ た石油製

品の効率的かつ安定的な供給の実現に向けた実証を 行う 「 実証事業」 の 事業を 行い、 申

請者に対し 費用の補助をし まし た。

本年度は、「 技術開発事業」 において、 防爆仕様の EV 用急速充電器の実用化に向けた

技術開発について 件の申請があり まし た。 また、「 実証事業」 においては、 SSにおける

高齢者等送迎サービ ス用カ ーシェ アリ ングの事業化実証事業について 件の申請があり ま

し た。 こ れら  件の申請について、 約 億 ,   万円の補助金を 交付し まし た。

 ． 自治体による SS 承継等に向けた取組支援事業

本事業は、 SS過疎地等の自治体等が行う 燃料供給に関する 計画の策定や自治体が策定

し た燃料供給に関する 計画に基づく 設備整備・ 設備撤去等に要する 経費の全部又は一部を

補助する こ と により 、 地域における新たな燃料供給体制の構築の推進、 燃料の安定供給体

制の確保を 図る こ と を 目的と し て実施し ています。

SS過疎地等の自治体がその地域における 燃料供給拠点の維持に係る 計画を 策定する た

めの「 燃料供給に関する 計画策定事業」 と 、 SS過疎地等の自治体が策定し た燃料供給に

関する計画に基づき 、 当該自治体又は揮発油販売業者が行う 給油所の移転・ 統合・ 新設に

伴う 整備等の燃料供給体制構築に必要な設備整備・ 設備撤去等を行う ための「 燃料供給に

関する計画に基づく 設備整備等事業」 の 事業を 行い、 申請者に対し 費用の一部補助をし

まし た。

本年度は「 燃料供給に関する 計画策定事業」 において SS過疎地の自治体から  件の申

請があり 、 約 ,   万円の補助金を 交付し まし た。 また、「 燃料供給に関する計画に基づく

設備整備等事業」 においては、 SS過疎地の自治体の計画によ り 整備の対象と なっ た給油

所を 運営する 中小 SS事業者及び SS過疎地の自治体から 各 件の申請があり 、 約 億

 ,   万円の補助金を交付し まし た。

  ． 離島への石油製品の安定・ 効率的な供給体制の構築支援事業

本事業は、 離島における 石油製品の安定的かつ効率的な供給体制の確保を図るため、 ◯ 

自治体、 SS、 需要家等によ る 石油製品の流通合理化策や安定供給体制構築の取り 組みに

対する支援、 ◯ 油槽所等の維持のための経費に対する 支援を 行う も のです。

本年度は◯ と ◯ に対し て 件、 約 ,   万円の補助金を 交付し まし た。

  ． 離島のガソ リ ン流通コ スト 対策事業

  離島のガソ リ ン 流通コ スト 対策事業

本土と の物流コ スト の差等により 、 価格差が生じ ている 離島（ 本土等と 架橋さ れてい
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ない離島。 沖縄県を 除く 。） のガソ リ ン 価格を 実質的に引き 下げる こ と を 目的と し て、

対象離島の消費者に直接ガソ リ ンを 販売する販売業者に対し 、 ガソ リ ン の値引き 販売に

要する 経費（ 国が定めた離島ごと の値引き 額/ ） を 補助する こ と によ り 、 離島における

物流コ スト 増加分相当のガソ リ ン価格の引き 下げを 推進し まし た。

本年度、    年 月 日から 延べ   店において事業を 開始し 、    年 月から    

年 月までの値引き 販売分と し て約  . 億円の補助金を 交付し まし た。

なお、    年 月、 月の値引き 販売に係る 補助金は、    年度事業と し て交付さ れ

る 予定です。

  離島のガソ リ ン 販売関係法定検査等支援事業

「 離島のガソ リ ン 流通コ スト 対策事業」 に取り 組む販売業者の経営を 支援し 、 経営基

盤の強化を図るため、 ガソ リ ン 等の販売に必要な法定検査等の実施を 補助し まし た。

本年度は   件の申請に対し 約 . 億円の補助金を 交付し まし た。

  離島のガソ リ ン スタ ン ド 等支援事業

前記「 離島のガソ リ ン 販売関係法定検査等支援事業」 と 同じ 趣旨で、 ガソ リ ン 等の販

売に必要な設備または施設の補修、 設備等の導入を 補助し まし た。

本年度は   件の申請に対し 約 . 億円の補助金を 交付し まし た。

  ． 需要家における自衛的な燃料備蓄の普及啓発事業（ 満タ ン & 灯油プラ ス 缶運動）

  全石連によ る『 満タ ン 運動』 の概要

 年目を 迎えた『 満タ ン & 灯油プラ ス 缶運動』（ 以下、『 満タ ン 運動』） は、 資源エ

ネルギー庁の補助金『 災害時に備えた社会的重要イ ン フ ラ への自衛的な燃料備蓄の推進

事業』 において、『 石油製品利用促進対策（ 需要家における 自衛的な燃料備蓄の普及啓

発） 事業』 と し て ,   万円が措置さ れ、 本会が実施主体事業者と し て採択さ れたこ と

から 、 昨年度に続き 、 大規模災害等の発生に備えた『 国民運動』 と し て進めていく こ と

になり まし た。

昨年度に引き 続き 資源エ ネルギー庁、 内閣府、 国土交通省の 省庁の後援を 得て、

『 満タ ン 運動』 の公的側面を 補強する と と も に、 経費面では石油連盟、 全日本ト ラ ッ ク

協会、 日本ガソ リ ン 計量機工業会から の協賛も 得つつ、 運動の認知・ 理解に努め、 運動

開始日を 防災の日の『  月 日』 に設定し 、 全国一斉の活動を 展開する と と も に、 運動

推奨期間（  ～ 月末） 内の石油製品の需要動向など、 地域の事情に応じ て推進し まし

た。 また、  都道府県の石油組合に選任いただいた「 満タ ン運動担当委員」 を 中心に、

各地での『 満タ ン 運動』 周知に取り 組みまし た。

本年度も 、 効率的な PR の推進に向け、 約  ,   の運動参加 SSの中から 『 普及啓発

SS』 を 全国  都道府県組合員数の割合に応じ て、 約 ,   ヵ 所を 選定し 、 集中的に PR

活動を 展開し まし た。 SS店頭用の PR ツ ールと し て、 ポスタ ー、 スタ ッ フ 装着用満タ

ン バッ ジ、 災害対策ハン ド ブッ ク 、 卓上ミ ニノ ボリ 、 灯油ポリ タ ンク 用袋を 設置・ 配布

し まし た。

また、    年度は PR のメ イ ン タ ーゲッ ト を  代・   代の若年層に設定し 、 SNSや

WEB を 活用し たデジタ ルプロ モーショ ン 施策にウェ イ ト を 置く こ と と し まし た。 具体

的には、「 災害に備える 大切さ を 楽し く 伝える 」 こ と を テーマに、 バーチャ ルアイ ド ル
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ユニッ ト を形成。 業界初の展開にて話題性の創出に努めまし た。 無関心層から 潜在層へ

の拡張、 更なる防災意識の向上を促すためのデジタ ルコ ン テンツ を中心と し た発信を行

いまし た。

さ ら に、 オリ ジナルの記事コ ン テン ツ を 充実さ せる こ と で、 満タ ン運動の WEB サイ

ト の価値を 向上さ せる と と も に、 SEO記事（ 検索エン ジン 最適化を 目的に作成さ れた

記事） にて集客さ れたユーザーのさ ら なる フ ァ ン 化を 試み、 WEB サイ ト への再訪問数

を 高めまし た。

こ のほか、 本企画にて作成し たデジタ ルコ ン テン ツ 等は報道番組や防災番組だけでな

く 、 エン タ メ 系のメ ディ ア露出の獲得が見込め、 よ り 広い層に届けら れると いう メ リ ッ

ト を 訴求し まし た。 一方で、 全国の自治体やメ ディ アなどが開催する 複数の防災イ ベン

ト にも 積極的に出展し 、 消費者に直接本運動の趣旨を 説明する活動も 実施し まし た。

同運動における 消費者の意識を探るこ と などを 目的にアン ケート 調査を本年度も 実施

し ま し た。 イ ン タ ーネッ ト を 用いて 、  ～  歳代、 男女、 全国の自動車ド ラ イ バー

 ,   人を 対象に調査を 行いま し た。 結果、『 満タ ン 運動』 認知率は  . と 前年度比 

 . ポイ ント 上昇し まし た。

  石油組合による 『 満タ ン運動』 の概要

全国の石油組合でも 執行部が自治体を 訪れ、『 満タ ン 運動』 への理解と 住民への周知

などを 要請し まし た。 その結果と し て多く の自治体の広報誌やホームページで『 満タ ン

運動』 が紹介さ れまし た。 また、 各地の防災訓練や防災イ ベント でも 『 満タ ン運動』 の

認知向上に努めていただき まし た。

各自治体のホームページや広報誌では、 日ごろ から 、 災害（ 地震、 停電等） に備え、

「 災害時に役立つアイ テムの確認、 準備」 に加えて、「 車の燃料メ ータ ーが半分程度にな

っ たら 満タ ン にする 」、「 灯油は 缶多めに備えておく 」（『 満タ ン & 灯油プラ ス 缶運

動』） こ と を心がける よ う に普及啓発が行われまし た。

  委員会の開催

本年度は『 満タ ン & 灯油プ ラ ス 缶運動推進委員会』 を リ モ ート 併用で 回開催

（ ◯     年 月  日、 ◯  月  日、 ◯   月 日、 ◯     年 月  日） し まし た。

委員会では、    年度活動実績、    年度運動方針内容、    年度運動状況及び    

年度運動展開方針などを 中心に報告、 検討が行われ、「 満タ ン & 灯油プラ ス 缶運動」

は、「 いつど こ で起こ る かわから ない災害に備える ため、 国民に対し ての周知が必要不

可欠な運動であり 、 継続し ていく こ と が重要」 と の方針が示さ れまし た。

  ． 広報部会関係事業

  広報事業活動の安定的な継続に向けた収支改善策の検討

◯   年以上にわたり 値上げせずに購読料金を据え置いてき たこ と 、 近年の物価高騰など

実情に合わせた料金体系に近づけるため、 値上げを 検討するこ と と し まし た。 組合員

向けの購読料については、 各支部およ び各都道府県組合へ   程度の値上げを 実施す

るこ と が可能かどう かのヒ アリ ン グを 実施し 、「 おおむね賛成」 が  組合、「 理解はで

き るが厳し い」 が  組合、「 基本的に反対」 が  組合と いう 結果が得ら れまし た。 暫

定税率廃止の先行きが不透明であっ たこ と 、 廃止の際は組合財政に与える 影響が出る
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可能性があるこ と から 、    年度は保留（ 据え置き ） と し 、    年度に改めて検討を

行う こ と と し ま し た。 非組合員については、    年度よ り 価格改定（ 税別で、 新聞

    円→    円、 web    円→    円、 新聞・ web セッ ト    円→    円） を 行う

こ と と し まし た。

◯ 発行回数を 年間   回程度に間引き し 、 経費削減に努めまし た。

◯ 広告営業を 強化し 収入増を 図っ た結果、 広告収入は前年比 . 増、 約   万円の増収

と なり まし た。

  機関紙「 ぜんせき 」 の全員購読組合維持と 全員購読組合数の拡大及び新規購読者の拡

大

    年度末時点の全国の購読部数は、 期首と 比べて   件程度の減少と なっ ており 、

減少傾向が強く なっ ています。 一方、  年度末時点で全国  都道府県中  組合が、 依然

と し て購読率  以上 の“ 全員購読” について未達成と なっ ており 、 状況に変化はあり

ません。

今期も 、 機会があるごと に広報部会委員各位に未達成の組合に対する 購読促進の呼び

かけを お願いし てき まし た。 引き 続き 広報部会委員各位によ る購読促進の呼びかけを継

続し ながら 、 一方で収支改善及び新たな購読促進策を 展開すべく 、 広報部会で購読料・

形態の改定、 web 活用など具体的な施策を 検討し ていく 方針を確認し ています。

  デジタ ル時代に対応し た情報提供体制の拡充・ 多様化

ぜんせき web の更なる 有効的な活用方法や、 従来の紙・ 活字に固執せず、 よ り 進化

し た情報提供のあり 方を 検討し まし た。 SSで活躍する スタ ッ フ の動画やオン ラ イ ン セ

ミ ナー、 SNSなどでの情報発信に取り 組みまし た。

  機関紙「 ぜんせき 」 の内容充実と 読みやすさ の追求

◯ 今期も 組合員の立場に立っ た情報の収集・ 提供に努めまし た。 また、 月には今年度

の補正予算で対象と なる機器・ 製品を 紹介する特集号を 発行し 、 多く の広告を 得るこ

と ができ まし た。

◯  月よ り 紙面を リ ニュ ーアルし て文字・ ビジュ アルを大き く 読みやすい体裁にし まし

た。

◯ こ のほかにも    年度は旧暫定税率の廃止、 コ ンプラ イ アン ス問題など SS業界全体

にと っ て影響力の大き な事象が多数発生し たこ と から 、 それぞれについて組合員の立

場に立っ て詳細に報道する など、 SS経営に役立つ情報の提供に努めまし た。

  「 ぜんせき web」 の会員拡大に向けた内容充実と 新規性の追求

◯ 「 ぜんせき web」 は今期で  年目を 迎え、 一定の支持を 得ている こ と は確かですか、

継続し て会員数の拡大・ 定着に取り 組むと と も に、 コ ン テンツ の一層の充実や速報体

制の強化などに努めまし た。

具体的には、 SS店頭での PR 用にポスタ ー・ チラ シデータ を ダウン ロ ード でき る

「 SS店頭告知ツ ール」 ページを 新設し まし た。

◯ ホームページを 作成するためのプラ ッ ト フ ォ ームが旧バージョ ンで制作さ れており 、

旧バージョ ンのため動作が遅く 、 不安定かつセキュ リ ティ 面にも 不安（ スパムメ ール

が集中する と システムがダウンし 、 アク セスでき なく なる 可能性） がある ため、 数年
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のう ち に新バージョ ン にデータ を 移行し 、 作り 直す必要性があるこ と を確認し 、    

年度に検討を進めるこ と にし まし た。

  会議開催

今年度は、 月  日、  月  日、 月 日の 回、 広報部会を 開催し 、 紙面の内容、

ぜんせき web の内容、 組合員全員購読へ向けた取り 組み、 収支改善策などについてご

議論いただき まし た。

フ ルリ モート 形式を 回、 通常形式（ リ モート 併用） を  回行いまし たが、 今後も こ

れまでの知見を参考に、 リ モート 形式を 含む会議形式を行う こ と にし ており ます。

  ． アスフ ァ ルト 委員会関係事業

  需給動向

アスフ ァ ルト は、 道路舗装用資材の原材料と なり ます。 一般道路や高速道路で黒色に

舗装さ れていると こ ろはアスフ ァ ルト 舗装の道路で、 アスフ ァ ルト 合材を敷き 固めたも

のです。 アスフ ァ ルト 合材は、 砕石・ 砂などの骨材と アスフ ァ ルト を 所定の割合で配合

し たも ので、 補修材料等と し ても 用いら れます。 合材の生産量は、    年度 ,   万ト

ン あり まし たが、 道路整備や公共事業の見直し によ り 徐々に減少、 それ以降 ,   万ト

ン 前後で推移し 、    年度は ,   万ト ンと なっ ています。 またアスフ ァ ルト の使用量

は、    年度   万ト ン であるのに対し 、 近年の国内需要は   万ト ン 前後と 落ち 込んで

おり 、    年度は   万ト ン と なっ ています。 こ れは合材の製造において、 再生合材の

製造量が増加し ているこ と が主因と なっ ています。

アスフ ァ ルト の生産は、 一部元売のアスフ ァ ルト 事業から の完全撤退などによ り その

生産拠点は縮小し まし た。 現在アスフ ァ ルト を 生産・ 供給し ている 元売は、 ENEOS、

コ スモ石油、 出光興産の 社体制で、 最大の需要地である 関東エリ アを 見ても 比較的安

定供給し ています。 公共工事は、 年度末に行われ、 比較的堅調に推移し ています。 こ れ

から は中東情勢など地政学リ スク が安定供給の課題と なっ ています。

また、 供給面では、 需要減に対応し た燃料油の生産体制によ っ てアスフ ァ ルト の生

産・ 供給に影響がある場合においても 、 需要家側の日本アスフ ァ ルト 合材協会と 連携を

と り 、 会員会社が相互融通し ながら 安定供給に努めまし た。

  市場動向

アスフ ァ ルト は、 ガソ リ ン ・ 軽油などの石油製品と 同様に原油の精製過程ででき る連

産品で、 その価格は原油価格の影響を受けています。 そのため元売から 示さ れる アスフ

ァ ルト の仕切価格は、 と り わけ原油の   を 輸入し ている 中東地域における 地学的リ ス

ク は依然懸念材料です。

アスフ ァ ルト の生産・ 供給がタ イ ト な状況下においても 、 アスフ ァ ルト 販売業者は変

動する 原油調達に係る仕入コ スト のほか、 運送事業者などの輸送費コ スト 上昇分を 販売

価格に適正に転嫁するこ と に努め採算販売に徹し まし た。

  経営健全化対策

◯ 支払いサイ ト 問題

アスフ ァ ルト 販売業者は、 元売から の仕入価格を 販売価格に転嫁し ていますが、 元
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売への支払いが  日サイ ト と なっ ている のに対し 、 需要家の支払いサイ ト は   日以

上に及ぶケースも あり ます。 支払いサイ ト 問題については、    年末から 大口需要家

を 中心に要請活動を 展開し ており ますが、 中小の需要家は短縮に理解を 示し たも の

の、 まだ大口需要家には浸透し ていないのが現状であり ます。 今年度も 、 こ の事態を

改善するため、 需要家に対し 支払いサイ ト の短縮など支払い条件の見直し を する よう

要請を 行いまし た。

◯ 物流の効率化

アスフ ァ ルト 需要の繁忙期は、 道路工事など公共事業が集中する 年度下半期、 特に

 月後半から  月中旬に集中し ます。 ただ配送を 行う アスフ ァ ルト 専用ローリ ーは、

内需の減少や廃業等により 台数が大幅に減少し ており 、 繁忙期である 年度末に必要台

数を 確保出来ないこ と が多く みら れます。

こ のため、 需要家に対し ては、 ローリ ーを 大型化し て 台あたり の配送量を 増やす

などロ ーリ ー台数の減少に対応し た態勢整備、 受入れタ ン ク 容量の大型化についての

働き かけを 行う と と も に、 合材工場への納入の際の業界独特の商慣習（ 当日オー

ダー・ 時間指定） の撤廃など要請をし ています。

また、 アスフ ァ ルト の供給について、 商社系販売業者は今年度も 国外から 調達をし

ていますが、 アスフ ァ ルト タ ンカ ーの老朽化に伴う 船舶数減少や二次基地の不足など

物流面での制約も あり 輸入への対応は難し いも のがあり ます。

◯ 運送事業者と の連携

アスフ ァ ルト ロ ーリ ーは他の石油製品に比べ高温の液体を運ぶこ と 、 また油種の特

性上他の油種を 積載するこ と が禁止さ れています。 アスフ ァ ルト ロ ーリ ード ラ イ バー

には知識と 経験が求めら れますが、 近年需要期などに運転手の確保ができ ず人手不足

が表面化し ています。 運送事業者と はド ラ イ バーの高齢化や人手不足が深刻化する事

情を 踏まえ、 アスフ ァ ルト を 安定的に供給する ための配送手段を 確保する 対策と し

て、 運送運賃の適正な価格転嫁について取り 組みまし た。

さ ら にド ラ イ バー人手不足問題に加え、 ド ラ イ バーの労働時間の上限規制は、 アス

フ ァ ルト ロ ーリ ード ラ イ バー確保の面においても 、 深刻な影響を与える問題と なっ て

います。 また需要家には、 業界特有の商慣習の代表である 時間指定や確認オーダーの

廃止を 訴えるよ う に働き かけまし たが、 まだ道半ばと なっ ています。

アスフ ァ ルト は今後も 道路新設・ 補修面において需要はなく なる こ と はなく 、 道路

舗装用と し てのアスフ ァ ルト の重要性は変わるこ と はあり ません。

こ れから の委員会活動は、 厳し い業界環境の下、 世界的な脱炭素の流れを 踏まえ、

安定供給体制の維持に努めていき ます。 また脱退し た大手ディ ーラ ーに対し 、 再加入

する よ う 働き かけを行っ ていく こ と などがあげら れます。 業界の地位向上につなげて

いく こ と が委員会の重要な役割である と 同時に、 個々の企業ではでき ないも のを 委員

会が情報発信する など会員サポート を 図り ながら 、 関係方面と 連携し 諸活動を 展開し

まし た。

  会議開催

全国支部長会議（ 総会） を  年 月  日（ 水） 石油会館で開催。 会議では、  年度事

業報告・ 決算報告と 、  年度事業計画案・ 収支予算案について報告し 承認さ れまし た。

     年 月  日（ 水）      ～     石油会館 F 会議室

       



―  ―

実施主体 検 討 会 等

総務省消防庁 危険物等事故防止対策情報連絡会

一財） 全国危険物安全協会 地下タ ンク 等定期点検実施制度運営委員会

保安講習視聴覚教材検討幹事会

保安講習テキスト 検討委員会

―  ―

  ． その他の事業等

  荷卸し 時の安全対策

例年同様、 ロ ーリ ーから SSへ石油製品の荷卸し する 際の相互立会いの徹底等安全対

策の励行を図るため、 総務省消防庁の協賛を得て、 石油連盟及び（ 公社） 全日本ト ラ ッ

ク 協会と の共催で「 荷卸し 時の安全対策統一キャ ン ペーン 」 を    年  月 日よ り  日

までの 週間にわたり 実施し まし た。 キャ ン ペーン では、 石油組合へ案内する と と も に

本会ホームページにも 掲載し 、 SSへの安全対策の周知、 徹底を図り まし た。

また、 統一キャ ン ペーンに先立ち 前述の 団体と 毎年共催し ている 「 荷卸し 時の安全

対策に係る意見交換会」 を 、 本年度は山梨県石油商業組合の協力を得て  月に山梨県甲

府市で開催いたし まし た。

  関係検討会等への参加

本会では、 安全対策活動等を 行っ ている 関係省庁、 団体から の呼びかけに応じ 、 以下

のと おり 検討会等へ参加・ 協力し まし た。

  法律相談室

不当廉売を 始めと する 不公正取引問題や組合活動上の問題について、 主に独占禁止法

の観点から 、 また不当な表示や過大な景品類については景品表示法の観点から 、 石油組

合等を サポート する ため、 相談に対応し まし た。

なお、 内部的には主に業務グループと 連携し 、 経営部会を 中心に独禁法上の視点から

の考えを 提供し まし た。

さ ら に、 各組合が開催し たコ ンプラ イ アンス研修会において、 講師と し て独占禁止法

について説明し まし た。

また、 本会と 公正取引委員会と 連絡調整等に努めまし た。

  コ ン プラ イ アン ス委員会の設置

全石連の会員たる 石油商業組合、 石油協同組合・ 連合会の所属員である石油製品販売

業におけるコ ンプラ イ アンス（ 法令、 規則等の遵守） の徹底、 強化を 目的と し て、 いず

れの部会にも 所属し ない独立的なコ ン プラ イ ア ン ス委員会を 設置し ま し た。（  月  日

理事会承認）

       



―  ―

 ． 会議開催報告

． 通常総会

  開 催 日 時     年 月  日（ 木）

  出席会員数   

  主な議案の議決状況

【 第一号議案】     年度事業報告書について

可決・ 承認

【 第二号議案】     度決算報告書について

可決・ 承認

【 第三号議案】     年度事業計画案について

可決・ 承認

【 第四号議案】     年度収支予算案について

可決・ 承認

【 第五号議案】     年度借入金最高限度額案について

可決・ 承認

【 第六号議案】     年度員外理事、 員外監事の役員報酬額案について

可決・ 承認

【 第七号議案】 次期通常総会開催地について

可決・ 承認

． 臨時総会

  開 催 日 時     年 月 日（ 水）

  出席会員数   

  主な議案の議決状況

【 第一号議案】 理事の補選（ 案） ついて

可決・ 承認

 ． 理 事 会

 月  日（ 水） 出席理事数   名 出席方法 本人出席・ Web 出席

主な議案の議決状況

◯     年度通常総会関連議案について 可決・ 承認

◯ コ ンプラ イ アン ス委員会の設置（ 案） について 可決・ 承認

◯ 部会設置規約の一部改正（ 案） について 可決・ 承認

◯ ガソ リ ン のギフ ト 券事業について 可決・ 承認

◯     年度通常総会について 説明・ 了承

◯ 石油流通問題議員連盟総会について 説明・ 了承

◯ 出張、 会議運営等の取扱要領について 説明・ 了承

 月  日（ 火） 出席理事数   名 出席方法 書面審議

議案の議決状況

◯ 理事の補選（ 案） について 可決・ 承認

       



―  ―

 月 日（ 水） 出席理事数   名 出席方法 本人出席・ Web 出席

主な議案の議決状況

◯     （ 令和 ） 年度税制改正要望（ 案） について 可決・ 承認

◯ 「 燃料油価格定額引下げ措置」 及び「 予防的激変緩和措置」 について

説明・ 了承

◯ 「 骨太方針    」 について 説明・ 了承

◯ 石油関連補助金について 説明・ 了承

◯ 理事の補選について 説明・ 了承

 月  日（ 水） 出席理事数   名 出席方法 本人出席・ Web 出席

主な議案の議決状況

◯ ガソ リ ン 税暫定税率廃止問題について 説明・ 了承

◯     年度概算要求（ 石油流通関連予算） について 説明・ 了承

◯ 石油流通問題議員連盟「 SSの新たな利活用をめざす PT 」 について

説明・ 了承

◯ 満タ ン & 灯油プラ ス 缶運動について 説明・ 了承

◯ ガソ リ ン のギフ ト 券事業について 説明・ 了承

◯ ぜんせき 新聞購読料について 説明・ 了承

◯ 「 石油増税反対総決起大会」 について 説明・ 了承

  月 日（ 火） 出席理事数   名 出席方法 本人出席・ Web 出席

主な議案の議決状況

◯ 「 コ ン プラ イ アンス問題」 について 説明・ 了承

◯ 役員改選・ 指名推薦制の採用について 可決・ 承認

◯ 農林漁業等事務委託費について 可決・ 承認

◯ 「 賛助会員加入者」 について 可決・ 承認

◯ 「 旧暫定税率廃止問題」 について 説明・ 了承

◯ 「 石油増税反対総決起大会」 について 説明・ 了承

◯     年新年賀詞交歓会について 説明・ 了承

 月 日（ 水） 出席理事数   名 出席方法 本人出席・ Web 出席

主な議案の議決状況

◯     年度事業計画骨子（ 案） について 可決・ 承認

◯     年度収支予算（ 案） について 可決・ 承認

◯ 組織規程の改正（ 案） について 可決・ 承認

◯ 費用弁償基準の改正（ 案） について 可決・ 承認

◯ 賛助会員加入者について 可決・ 承認

◯ 石油会館老朽化対策検討 PT （ 仮称） の設置について 可決・ 承認

◯     年度軽油特別協力金等の配分（ 案） について 可決・ 承認

◯     年度年間会議スケジュ ール（ 案） について 可決・ 承認

◯ 軽油引取税交付金について 説明・ 了承

◯      年度補正/    年度当初予算について 説明・ 了承

◯      年度与党税制改正大綱について 説明・ 了承

       



―  ―

◯  コ ンプラ イ アン ス問題について 説明・ 了承

◯  石油流通問題議員連盟「 SSの新たな利活用をめざす PT 」 について

説明・ 了承

◯      年度通常総会・ SSビジネス見本市について 説明・ 了承

． その他の会議

  全国理事長会議（ 全石協と 合同）（  回）

 月  日  月  日   月 日  月 日

  全石連正副会長会議（ 全石協と 合同）（  回）

 月  日  月 日  月  日   月 日  月 日

  三団体正副会長・ 支部長・ 部会長連絡会議（ 全石協と 合同）（  回）

 月 日   月  日

  三団体正副会長会議（ 全石協と 合同）（  回）

 月  日

  監事会（ 全石協と 合同）（  回）

 月  日   月  日

  全国事務局責任者会議（  回）

  月  日  月  日

  総務部会（  回）

 月  日  月  日   月  日  月  日

  役員選考準備会（  回）

 月 日

  経営部会（  回）

 月  日  月 日  月  日  月  日   月  日  月  日

   SS経営革新・ 次世代部会（  回）

 月  日  月  日   月  日   月  日  月  日

   政策・ 環境部会（  回）

 月 日  月 日  月 日  月 日   月 日   月  日   月  日

 月  日

   災害対策・ 官公需部会（  回）

 月  日  月  日  月 日   月 日

   広報部会（  回）

 月  日   月  日  月 日

   軽油引取税問題協議会（  回）

 月  日

   SS未来フ ォ ーラ ム（ 全国石油業青年連絡協議会）（  回）

 月  日（ 役員会）  月  日（ 総会）  月 日（ 役員会・ 定例会）

 月  日（ 役員会）  月  日（ 役員会・ 定例会）

   「 満タ ン 」 & 「 プラ ス 缶」 運動推進委員会（  回）

 月  日  月  日   月 日  月  日

   コ ン プラ イ アン ス委員会（  回）

 月  日  月  日  月  日   月  日

   関連会議

       



―  ―

イ ． 資源・ 燃料分科会（  回）

 月  日   月  日

ロ． 資源開発・ 燃料供給小委員会（  回）

 月 日   月 日

       



―  ―

 ． 石油販売業日誌

日 付 曜日 事 項

 月 日 水 エネ庁、 BDF 関連税制あり 方検討、 全石連、 課税免除措置の実現訴え

 月 日 金 石油協会、 SS網維持・ 強化支援へ補助開始、 月  日締め切り 、 洗車、

整備、 板金など  事業

卸連騰、 転嫁進まず粗利減、 緩和策スキームの副作用も

 月 日 月 全国油政連、  年度運動方針案を 了承、 参院選候補に和田氏推薦、 法令順

守の徹底要請

全石連業務 G、 長野県 G価格適正化検討会、 過疎地 SSの実態など説明

 月 日 水 総務省、  年 人以上世帯購入量、 灯油上振れ .  増   ㍑、  市中  市

で前年越

 月  日 金 公取委、 実効性ある 対応求める 声、 東京・ 調布で不当廉売説明会、 カ ルテ

ルの考え方解説も

 月  日 月 政府、 第 次国土強靭化中期計画、 素案に SS網維持・ 強化盛る、 関係府

省庁など連携強化も

 月  日 水 全石連、 政策・ 環境部会、 SS網維持策さ ら に踏み込むべき 、 G 価格引下

げ方針議論注視

全石連、 東北支部、 法令順守の再徹底要請、 長野カ ルテル疑惑状況確認

 月  日 金 全石連・ SS利活用 PT で要望、 不当廉売「 影響要件」 重視を 、 SS過疎地

支援の拡充必要

長野、 カ ルテル疑義で第三者委設置、 県民の信頼回復へ向け全力

全石連、 経営部会、 コ ンプラ 順守再徹底を 、 緩和策の制度変更など議論

 月  日 水 全石連、 コ ン プラ イ アンス委 設置へ、 消費者の懸念払拭に覚悟

全石連、 SS経営革新・ 次世代部会、「 デザイ ン経営」 学び将来像、 講演踏

まえ WSも

 月  日 金 全石連、 自民党・ 公的制度点検 PT で訴え、 官公需巡る 課題解決へ要望、

い いと こ 取り の是 正を

 月 日 木 政府、 エネ庁、  日から 実施へ、 定額引き 下げ措置導入、 ガソ リ ン は  円

段階補助

全石連、 石油議連 武藤経産大臣に要請、 定額引き 下げ措置消費者周知徹

底を

 月 日 金 政府、 官公需方針の中小配慮継続、 緩和策変更で 適切協議、 組合等は

WTO 協定適用除外

 月  日 水 響く 物価高、 精彩欠く GW 商戦、 油外堅調も 燃油伸び悩み

 月  日 金   ～  年度内需見通し 、 ガソ リ ン  年度 千万㌔割れへ、 灯油年率 .  

減、 軽油堅調も .  減

 月  日 月 経産省、 中小 SS官公需受注配慮周知へ、 府省長・ 知事に大臣通知発出

 月  日 水 SS利活用 PT、 SS網毀損回避へ論点整理、『 新し い枠組み』 など 課題

進捗確認

全石連、 政策・ 環境部会、『 定額引下げ』 店頭混乱懸念、 SSにおける AI
活用動向など報告

 月  日 金 エ ネ庁、  年度石油製品内需、  年ぶり 低水準 億    万㌔、 ガソ リ ン

 . 減、 灯・ 軽油も 前年割れ

全国油政連、 時代変化に沿う SS像創造へ政治に訴えて

 月  日 月 総務省、 中小 SSの官公需受注配慮を 、 自治行政局長名で知事に通知

―  ―       



―  ―

日 付 曜日 事 項

 月  日 水 全石連、『 コ ン プラ イ アンス委員会』 を 設置、 持続可能な魅力ある業界へ

公取委、 SS利活用 PT で地域別実態調査報告

定額引下げ措置スタ ート 、 各地で対応、 在庫分被り 懸念も

 月  日 金 石油協会、 小口運転資金と 小口設備資金の新規保証案件、 保証料率恒常的

に引き下げ

政府、 中小の賃上げ実現へ施策提案、 官公需で随意契約活用促す

 月 日 水 全石連、 熱中症対策義務化周知を 、 SS対応例資料を 用意

全石連、 軽油販売カ ルテル疑惑受け、 法令順守の徹底要請

自民党、 小野寺政調会長、 都内 SSを 視察、 定額引下げ措置の現状聴取

 月 日 金 石油流通議連、『 新し い枠組み』 実現へ議論深化、 エネ庁・ 公取委に施策

検討指示

 月  日 木 全石連・ 石油協会、 き ょ う 札幌で総会

 月  日 金 全石連・ 石油協会 札幌総会、 社会の信頼と 期待に応え強靭な SS目指し 協

働

 月  日 月 自民党石油流通議連、 SS網支援に税制・ 予算等 項目要望、 武藤経産大

臣へ直接訴え

エネ庁、 合成燃料開発、 SS網維持など、 エネ基閣議決定後の進捗共有

 月  日 水 自民党石油流通議連、 SS網維持へ予算・ 政策など  項目要望、 加藤財務

大臣に直接訴え

福島、 いわき 市が『 ガソ リ ン 券』 採用、 枚セッ ト  千円で販売、 燃油高

騰対策に活用

予防的激変緩和措置  日始動へ

 月  日 金 閣議決定、 骨太の方針 SS網維持・ 災害対応強化、 新し い資本主義実行

計画 官公需の随意契約促進

 月  日 月 自民党石油流通議連、 SS網維持へ予算、 政策など  項目要望、 小野寺政

調会長に訴え

 月 日 金 長野、 第三者委、 独禁法抵触を 指摘、 法令順守、 再発防止徹底へ

 月 日 月 油政連、 中小 SS存続へ政治に訴え、 協定と 官公需一体化推進など運動方

針に盛る

 月 日 水 政府、 国土強靭化中期計画を 閣議決定、  年度まで全国 SSで災害対応訓

練

 月  日 金 全石連、 組合・ 組合員の法令順守徹底へ、 委員長に矢島副会長、 コ ンプラ

委が初会合

 月  日 水 エネ庁資源・ 燃料分科会、 SS網の維持・ 強化施策盛る 、 安定供給、 エネ

安全保障など推進

消防庁、  年給油取扱所事故発生状況、 火災 増  件、 流出  減  件

 月  日 水 国交省・ 自動車整備技術高度化検討会、 輸入車の整備マニュ アル提供実態

ヒ アリ ン グへ

 月  日 金 全石連、 経営部会、 法令順守状況など報告・ 説明、 賃上げアンケート 結果

確認

全石連、 SS経営革新・ 次世代部会、 AI 給油システム概要で質疑、  月以

降に WS予定

 月  日 水 全石連、 災害対策・ 官公需部会、 政府方針追い風に官公需拡大を 、 災害対

応力強化推進へ

全石連、 リ ーゼル協会と 懇談、 BDF 導入拡大で連携強化

―  ―       



―  ―

日 付 曜日 事 項

 月 日 水 全石連、 災害対策・ 官公需部会、 官公需、 災害対応の実態把握へ、 ア ン

ケート 調査実施

全石連、 ガソ リ ン のギフ ト 券委員会、『 ガソ リ ン 券』 自治体活用後押し 、

『 提案マニュ アル』 を作成

 月  日 水 エ ネ庁・   年度末全国登録 SS数、   減 万    ヵ 所、  年連続で前年

割れ

 月  日 金 エ ネ庁・   年度末全国登録 SS数、 撤退目立つ南九州地方、 新潟が .  

減で最多、 熊本も .  減で高水準

 月  日 水 全石連、 経営部会、 SS従業員賃上げ 割超に、 小規模ほど未実施、 収益

構造の健全化必要

 月  日 金 エネ庁、 バイ オガソ リ ン 導入拡大へ工程表、  年度 E  に照準、 特別チー

ム編成し 課題など抽出

 月  日 月 公取委、  年度不当廉売「 注意」 件数、 ガソ リ ン  減も   件で高止まり 、

依然続く 量販店廉売の影響

 月  日 水 夏期商戦、 響く 猛暑・ 大雨、 地域で実績に差、 油外手応えも 燃料期待外れ

 月  日 金 公取委、 GL 改定後増加傾向、 本社責任者注意  件、 追跡調査  件、 不当

廉売注意への実行性課題

 月 日 月 全石連、『 満タ ン 運動』  年目、 き ょ う から 全国一斉スタ ート 、 若年層に

照準、 認知度拡大へ PR 刷新

 月 日 水 全石連、 コ ンプラ 委、 法令順守徹底へ啓発施策検討、 マニュ アルひな型、

注意喚起用ポスタ ー等、 相談窓口

 月 日 金 長野、「 コ ン プラ 宣言」 など内容確認、 外部弁護士の通報窓口設置へ

茨城、 コ スト コ SS建設反対で陳情、 ひたち なか市へ「 影響力」 訴え

全石連、『 満タ ン 運動』 で今年も 協働、 石連、 計量器工業会訪ね要望

 月  日 水 全石連、『 満タ ン 運動』 意義周知へ協働、 武藤、 坂井、 両大臣訪ね支援要

請

 月  日 金 全石連、 満タ ン 委、『 満タ ン 運動』 若年層に照準、 デジタ ル活用情報発信

強化、 認知度全世代拡大へ

沖縄石商、 復帰特措法軽減措置維持を 、 諸団体と 県訪ね知事宛て要請

 月  日 水 経産省、  年度予算概算要求、 石油流通関係で  . 億円措置、 燃料供給体

制強化へ  億円

 月  日 金 石油情報セン タ ー、 月末、 登録 SSの 割越セルフ に、 前年比  増 万

   ヵ 所

 月  日 月 全石連、 災害対策・ 官公需部会、 協定と 官公需一体化の課題整理、  組合

調査結果を 報告

 月  日 金 全石連、 政策・ 環境部会、 暫定税率廃止巡る 課題共有、 利活用 PT 要望事

項検討

全石連、『 満タ ン 運動』 一層の浸透へ、 各メ ディ ア活用し PR
 月  日 月 長野、 コ ンプラ 宣言、 遵守マニュ アル、 店舗用リ ーフ レ ッ ト 、 信頼回復の

第一歩に啓発ツ ール

公取委、 地域別実態調査第 弾実施、 青森、 前橋、 広島、 徳島、 福岡、 南

城、 県 市を 対象に

  月 日 水 経産省、 持続可能な燃料、 水素巡り 議論、 大阪・ 関西万博と 連携、 テー

マで閣僚会議、 視察も

―  ―       



―  ―

日 付 曜日 事 項

  月 日 金 エネ庁燃料流通政策室・ 甲元信宏室長イ ン タ ビュ ー

全石連、 経営部会、 暫定税率廃止の負担回避策を 、 発券店カ ード 再度調査

へ

  月 日 月 全国軽自動車協会連合会、 軽四普及  .  台、  年末時点   世帯あたり

  月 日 水 全石連、 災害対策・ 官公需部会、 自治体理解醸成へパン フ 刷新、 官公需巡

る 温 度差 解消へ

  月  日 金 全石連、 災害対策・ 官公需部会、  年度官公需受注  件増   件、 随意契

約は新規  件で   件

長野、 コ ン プラ 研修会で独禁法学ぶ、 過去の違反事案挙げ解説も

  月  日 水 全石連、 コ ン プラ 委、「 独禁法遵守指針」 会議で徹底を 、 各地の委員会設

置状況など共有

  月  日 水 全石連、 政策・ 環境部会、 暫定税率廃止巡る 課題共有、 政府に混乱回避対

策要望を

  月  日 金 SS利活用 PT、 SS過疎と 過当競争対策両立を 、 全石連『 新し い枠組み』

で要望

東京、 事例交え独禁法の要所聞く 、 弁護士講師にコ ン プラ 研修会

  月  日 水 エネ庁、 地域燃料供給体制確保へ研究会設立、 SS網維持のあり 方検討

  月  日 金 自民・ 維新・ 公明 党ヒ アリ ン グ、 暫定税率廃止軟着陸へ方針提示、 全石

連、 懸念あるも 最大限努力

全石連、 SS新ビ ジネスモデル探る 、 仙台で若手経営者集い WS

  月 日 水 海自呉総監部と  府県石油組合、 全国初の広域連携災害協定始動、 実務担

当者が初会合

全石連、 暫定税率廃止へ概要共有、 週間ごと G 円ずつ補助増額

  月 日 金 赤澤経産大臣イ ン タ ビ ュ ー、 引き 続き SS網維持・ 強化推進、 暫定税率廃

止混乱ないよう 適切対応

  月  日 水 石油増税反対、 総決起大会、 増税反対、 SS網維持・ 強化訴え

  月  日 金   年度 SSあたり 徴税額、  万円減 億    万円、 需要減顕在化、 消費

税は上振れ

全石連、 暫定税率廃止過程を共有、 G は  月  日、 軽油来年 月 日に

石連、 暫定税率廃止は要望実現、 石油の安定供給確保に努力

  月  日 月 全石連、 暫定税率廃止巡る 混乱回避へ周知徹底、 新年賀詞交歓会、 来年

 月  日に開催

全石連、 暫定税率廃止に向け適正販売、 安定供給努力呼びかけ

  月  日 金 エネ庁、 新たな地域燃料流通のあり 方検討へ、 研究会初会合 SS過疎地巡

る 論点整理

風間浦村に青森発の公設民営 SS、 最後 の砦 開業 祝し 式典

  月  日 水 全石連・ 油政連、 石油流通議連幹部、 片山、 赤澤大臣に直談判、 補正予算

で手厚い支援を 、 暫定廃止に伴う SS危機救済へ

  月  日 金 G 暫定税率廃止へ補助増額開始、 損切り 覚悟で即日下げも 、 消費者の買い

控え傾向、  月  日の最後が焦点

  月 日 月 全石連、 油政連、 林総務大臣ら に実情訴え、 組織挙げ交付率引上げ要望、

軽油引取税暫定廃止、 徴収事務交付金「 実質減に」

―  ―       



―  ―

日 付 曜日 事 項

  月 日 水 長野ガソ リ ン価格カ ルテル問題、 北信支部と  社に行政処分、 県石商へ再

発防止申し 入れ

全石連、 政策・ 環境部会、 暫定税率廃止軟着陸へ課題共有、 中小支援拡充

要望など報告

石油連盟、 暫定税率廃止措置を 評価

  月 日 金 政府、  年度補正予算案閣議決定、 石油流通関連は   億円措置、 SS網維

持・ 強化で   億円、 暫定税率廃止影響への経営支援も

全石連、 コ ンプラ 徹底で強化策、 HP「 石油広場」 に詳細掲載

全石連、 SS新事業モデル探る 、 中四国青年部会員集い WS
  月  日 水 経産省、 官民協議会、 合成燃料再エネから バイ オ系へ、 E  先行導入沖縄

視野に、 次世代燃料導入巡る方針を確認

資エ庁、 月末、 SS過疎地 増   市町村に、 三 位一体 の対策一層重

要

  月  日 金 長野石商記者会見、 法令遵守徹底し 信頼回復へ、 公取委申し 入れに対応方

針表明

全石連、 災害対策・ 官公需部会、 官公需と 協定一体化後押し 、 岩手、 愛媛

モデル主体に

  月  日 水 全石連、 満タ ン 委、『 満タ ン運動』 PR 積極展開、『 ふる ち ゃ ーじ 』 動画再

生   万回、 全国  ヵ 所の防災イ ベント に出展

  月  日 金 石油流通議連 SS利活用 PT、 SS過疎地、 過当競争、 両課題一体で対応策

を 、『 新たな枠組』 巡り 論点整理

 団体正副、 経営力強化し SS網維持へ、 補正予算の積極活用促す

  月  日 月 全石連、 SS経営革新・ 次世代部会、 地域での WS提案事例確認、 米国

E  導入、 暫定税率廃止など最新動向を共有

  月  日 水 エネ庁、 SS網維持・ 強化へ方向性議論、 供給体制基礎情報整理など推進

公取委、 前橋市で不当廉売説明会、 群馬石商執行部と 意見交換

全石連、 コ ンプラ 委、 独禁法相談窓口設置へ、 ひな型作成巡り 協議

  月  日 金 全石連、 政策・ 環境部会、 SS過疎過当競争、 両輪での対応策要望必要、

荷卸し 時事故防止へ WG設置

 月  日 水 年末年始商戦、 ガソ リ ン販売前年並み、 人手不足で時短・ 休業も

総務省、 軽油引取税交付率、 都道府県へ引き 上げ通達、  年度は .  必

要

与党税制改正大綱、 EV 等に重量課税方式導入

 月  日 金 エネ庁、 SS過疎地対策重点化へ方向性議論、 協定と 官公需の一体化訴え

 月  日 月   年度石油製品販売見通し 、 ガソ リ ン .  増    万㌔、 軽油 . 増 も 灯

油 .  減

 月  日 金 全石連・ 石油協会、 新年賀詞交歓会、 供給網維持・ 強化へ「 三位一体」 で

 月  日 水   年度当初予算案、 石油流通関係  . 億円措置、 燃料供給体制強化で  . 

億円、 離島・ 過疎地等対策は  億円

全石連、「 SS受託自動車保険」、 SS業務車検代行、 預り 車両の事故補償

 月  日 金 全石連、 軽油税交付率 .  実現へ協力を 、 オン ラ イ ン 説明会で取組方針

共有

 月 日 月 全石連・ 消費者アン ケート 、「 満タ ン 運動」 認知度着実に向上、 媒体上位

は店頭、 ネッ ト

―  ―       



―  ―

日 付 曜日 事 項

 月 日 水 国交省、 中企庁、 公取委、 ト ラ ッ ク 運送業適正取引徹底要請、 燃料価格以

外の要素も 含め協議を

 月 日 金   年石油製品内需、 ガソ リ ン .  減    万㌔、 灯油 . 増も 軽油は  . 

減 

 月 日 月 全石連共同事業 G、「 ガソ リ ン 券」 換金業務電子化推進へ、 講習会でシス

テム使用体験

 月  日 金 特徴者交付率 .  へ引き 上げを 、 各県が県庁訪ね陳情、 諸物価上昇、 通

達準拠訴え

全石連、 SS未来 F、 ワーク ショ ッ プ 割が「 満足」、 第 定例会講演内容

を 検討

 月  日 水 全石連、 ガソ リ ン 券委、  年度販売既に前年比 倍超  万枚、 取扱店増、

認知度向上目指す

 月  日 金 特徴者交付率 .  へ引き 上げを 、 各石商で続く 陳情活動

 月  日 水 全石連、 農漁部会、 国 A 総括表作成システ ム活用促す、 確認数量増へ制

度周知支援

 月  日 金 全石連、 政策・ 環境部会、 ガソ リ ン輸入玉巡る問題点指摘、 不当廉売規制

エネルギー政策「 新し い枠組み」 論点議論

 月 日 水 全石連、 経営部会、「 新し い枠組み」 勉強会を 設置、 暫定税率廃止補助金

終了で免税軽油需要家 PR へチラ シ

 月 日 金 エネ庁、 新たな地域燃料流通研究会、 中核住民拠点 SS追加募集、 重点維

持 SS選定、 SS過疎地、 災害対応強化対策検討

全石連、 軽油委託販売に係る留意点整理

 月  日 水 石油協会・ SS経営実態調査自由記述 上、 不満募る 業転と 仕入れの価格

差、 苦悩する中小、 元売政策に疑問

 月  日 金 石油協会・ SS経営実態調査自由記述 中、 供給網維持へ支援拡充を 、 人

材、 後継者難の深刻さ 訴える声

全石連・「 マーケティ ン グ室」 設置へ、 石油会館老朽化対策検討で PT
全石連、 SS経営革新・ 次世代部会、「 自動車産業」、「 地域燃料流通」、

 テーマの最新事情聞く

 月  日 水 石油協会・ SS経営実態調査自由記述 下、 災害時の円滑供給へ SS支援

を 、 CN 推進に疑問、 再考が必要

政府、  日から 緊急的激変緩和措置、 ガソ リ ン価格   円程度に抑制

政府、 需給緩和へ備蓄放出、 民間  日分、 国家 ヵ 月分、 規模は過去最大

 月  日 月 石油流通議連 SS利活用 PT、「 新し い枠組み」 方向性巡り 協議、 SS網維

持の重要性再確認

 月  日 金 全石連、 満タ ン 委、 広報施策の方向性検討、 来年度「 満タ ン 運動」 活動開

始  周年

エネ庁、 公取委、 中東情勢緊迫化で対応急ぐ 、 全石連通じ 適正価格販売要

請

エネ庁、 偏り ない製品供給求め元売などに文書発出

 月  日 月 深刻化する中東情勢、 締まる供給、 市場の混迷深まる、 細る 外販、 産燃に

苛立つ商社

政府、  日から 石油国家備蓄放出、 内需 ヵ 月分   万㌔

―  ―       



―  ―

項 目 前 期 前前期 前前前期

資 産 合 計    ,   ,      ,   ,      ,   ,   

純 資 産 合 計    ,   ,      ,   ,      ,   ,   

事 業 収 益 合 計   ,   ,     ,   ,     ,   ,   

当期純利益金額   ,   ,     ,   ,     ,   ,   

前年度末現在 本年度末現在 増 減

    ± 

―  ―

 ． 参考事項

． 直前 事業年度の財産及び損益の状況  

． 組合員数の増減 

       



―  ―

氏 名 職制上の地位 担 当

森 洋 代表理事 会長

西 尾 恒 太 理事 副会長

喜多村　 利　 秀 理事 副会長 経営部会長

浜 田 忠 博 理事 副会長 総務部会長

宇佐美　 三　 郎 理事 副会長 災害対策・ 官公需部会長

出 光 泰 典 理事 副会長 政策・ 環境部会長

矢 島 幹 也 理事 副会長 広報部会長

大 野 　 徹 理事 副会長

三 原 英 人 理事 副会長 SS経営革新・ 次世代部会長

河 辺 善 一 理事 副会長 総務部会副部会長

加 藤 庸 之 専務理事 副会長

坂 井 　 信 常務理事

菅 原 　 耕 理事

大 坂 　 功 理事

佐 藤 義 信 理事

 見澤　 秀　 茂 理事

安 藤 順 夫 理事

茂 木 　 司 理事

平 野 一 郎 理事

木 所 　 章 理事

鈴 木 裕 司 理事

巻 田 達 央 理事

亀　 井　 喜久雄 理事

澤 田 　 栄 理事

島 　 竜 彦 理事

鴻　 野　 友次郎 理事

碇 武 宏 章 理事

岡 部 憲 治 理事

永 岡 壯 三 理事

三 角 清 一 理事

玉 城 善 和 理事

内 藤 英 一 監事

高 橋 良 成 監事

和 氣 　 光 監事

―  ―

． 役員に関する事項 

       



―  ―

前年度末現在 本年度末現在 増 減

    . － . 

―  ―

． 職員数の増減及び業務運営組織図 

  職員数の増減

  組織図

  事務局機構

       


